
2019年３月

内閣府地方創生推進事務局

地方創生に向けたＳＤＧｓの推進について



○2015年9月の国連サミットで全会一致で採択。

○「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある
社会の実現のための２０３０年を年限とする１７の国際目標
（その下に，１６９のターゲット，２３２の指標が決められている）。

○特徴は，以下の５つ。

先進国を含め，全ての国が行動

人間の安全保障の理念を反映し、

「誰一人取り残さない」

全てのステークホルダーが役割を

経済・社会・環境に統合的に取り組む

定期的にフォローアップ

普遍性

包摂性

参画型

統合性

透明性
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ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）



環境・社会・
ガバナンス（ＥＳＧ）

投資のリターン

相互に絡みあうグローバル課題

• 貧困
• 難民
• テロ

• ジェンダー
• 気候変動・自然災害
• 感染症・非感染症 等

格差の拡大と，
反グローバリズムの台頭

本業として
ＳＤＧｓの推進

（価値創造・創業）

国際社会における

主導力の獲得

（国連，Ｇ２０，Ｇ７等）

新興国・途上国
の成長に陰り

ＳＤＧｓを通じて
声をひとつに

主権国家以外の
アクターの
役割の拡大

地方の魅力・強
みを活かしつつ，

ＳＤＧｓを推進

不安定・不確実な国際社会において，

持続可能な未来を作るためには，「変革」が必要。

ＳＤＧｓは，絡みあう課題を同時かつ根本的に解決し，
持続可能な未来を示す羅針盤

（３つの特徴：①バック・キャスティング，②アウトサイド・イン，③共通言語）。

ＳＤＧｓ推進は，大きな成長と利益のチャンスももたらす。
（※世界経済フォーラムの推計によれば，

ＳＤＧｓ推進により，１２兆ドルの価値，３億８千万人の雇用が創出）

各アクターは，ＳＤＧｓに積極的に取り組むメリット，取り組まないリスクを考慮。

ＳＤＧｓで協力し，競争する時代に。

【各国政府】 【企業】 【投資家】 【地方自治体】 【市民社会】

2

ＳＤＧｓを巡る内外の動向



持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の詳細

（①貧困） （②飢餓） （③保健） （④教育） （⑤ジェンダー） （⑥水・衛生）

（⑦エネルギー） （⑧成長・雇用） （⑨イノベーション） （⑩不平等） （⑪都市） （⑫生産・消費）

（⑬気候変動） （⑭海洋資源） （⑮陸上資源） （⑯平和） （⑰実施手段）

ロゴ：国連広報センター作成

日本自身の課題に関係が深い目標の例 ⇒実施には、多くの国内省庁が関係。

●成長・雇用 ●クリーンエネルギー ●イノベーション ●循環型社会（3R：Reduce Reuse Recycle 等）
●温暖化対策 ●生物多様性の保全 ●女性の活躍 ●児童虐待の撲滅 ●国際協力 等
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目標 1 （貧困） あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。

目標 2 （飢餓） 飢餓を終わらせ、食糧安全保障および栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する。

目標 3 （保健） あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。

目標 4 （教育） すべての人々への包括的かつ公平な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する。

目標 5 （ジェンダー） ジェンダー平等を達成し、すべての女性および女子のエンパワーメントを行う。

目標 6 （水・衛生） すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。

目標 7 （エネルギー） すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な現代的エネルギーへのアクセスを確保する。

目標 8 （経済成長と雇用）
包括的かつ持続可能な経済成長、およびすべての人々の完全かつ生産的な雇用とディーセン
ト・ワーク（適切な雇用）を促進する。

目標 9 （インフラ、産業化、イノ
ベーション）

レジリエントなインフラ構築、包括的かつ持続可能な産業化の促進、およびイノベーションの拡大
を図る。

目標10 （不平等） 各国内および各国間の不平等を是正する。

目標11 （持続可能な都市） 包括的で安全かつレジリエントで持続可能な都市および人間居住を実現する。

目標12 （持続可能な生産と消費） 持続可能な生産消費形態を確保する。

目標13 （気候変動） 気候変動およびその影響を軽減するための緊急対策を講じる。

目標14 （海洋資源） 持続可能な開発のために海洋資源を保全し、持続的に利用する。

目標15 （陸上資源）
陸域生態系の保護・回復・持続可能な利用の推進、森林の持続可能な管理、砂漠化への対処、
ならびに土地の劣化の阻止・防止および生物多様性の損失の阻止を促進する。

目標16 （平和）
持続可能な開発のための平和で包括的な社会の促進、すべての人々への司法へのアクセス提
供、およびあらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包括的な制度の構築を図る。

目標17 （実施手段） 持続可能な開発のための実施手段の強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する。

ＳＤＧｓの１７の目標
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ＳＤＧｓ実施に関する国内基盤の整備と政府の具体的取組

〔第１回会合〕ＳＤＧｓ推進本部設置

〔第２回会合〕『ＳＤＧｓ実施指針』策定

〔第４回会合〕
『ＳＤＧｓアクションプラン２０１８』 の決定，
第１回「ジャパンＳＤＧｓアワード」の実施

２０１６年
５月

１２月

２０１７年
６月

１２月

Ｇ７伊勢志摩サミット
ＳＤＧｓ採択後初のＧ７サミット
として国内外の実施にコミット

国連ハイレベル政治フォーラム
（閣僚級，ニューヨーク）

日本の「自発的国家レビュー」
を発表

〔第３回会合〕『ジャパンＳＤＧｓアワード』創設

ＳＤＧｓを採択した国連サミット

安倍総理から，ＳＤＧｓ実施に
最大限取り組む旨を表明

２０１５年９月

• 総理を本部長，官房長官・外務大臣を副本部長，
全閣僚を構成員とするＳＤＧｓ推進本部を設置。

• ＳＤＧｓ推進本部の下に，広範な関係者（行政，ＮＧ

Ｏ・ＮＰＯ，有識者，民間セクター，国際機関，各種団体等）が集
まり意見交換を行うＳＤＧｓ推進円卓会議も設置。

２０１８年
６月

〔第５回会合〕『拡大版ＳＤＧｓアクションプラン
２０１８』 の決定

１２月 〔第６回会合〕
『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』 の決定，
第２回「ジャパンＳＤＧｓアワード」の実施

２０１６年５月

２０１７年７月

２０１５年９月

有馬 利男 ＧＣＮＪ代表理事
稲場 雅紀 ＳＤＧｓ市民社会ネットワーク代表理事
大西 連 自立生活サポートセンター・もやい理事長
春日 文子 国立環境研究所特任フェロー
蟹江 憲史 慶應義塾大学大学院教授
黒田 かをり 社会的責任向上のための

ＮＧＯ/ＮＰＯネットワーク事務局長
河野 康子 全国消費者団体連絡会前事務局長
近藤 哲生 国連開発計画駐日代表
髙橋 則広 ＧＰＩＦ理事長
竹本 和彦 国連大学サステイナビリティ高等研究所所長
田中 明彦 政策研究大学院大学長
根本 かおる 国連広報センター所長
二宮 雅也 日本経済団体連合会企業行動・CSR委員長
元林 稔博 日本労働組合総連合会総合国際局長



●ビジョン：「持続可能で強靭、そして誰一人残さない、経済、社会、環境の統合的向上が
実現された未来への先駆者を目指す。」

●実施原則：①普遍性、②包摂性、③参画型、④統合性、⑤透明性と説明責任

●フォローアップ：２０１９年までを目処に最初のフォローアップを実施。

【８つの優先課題と具体的施策】

①あらゆる人々の活躍の推進 ②健康・長寿の達成

■一億総活躍社会の実現 ■女性活躍の推進 ■子供の
貧困対策 ■障害者の自立と社会参加支援 ■教育の充実

■薬剤耐性対策 ■途上国の感染症対策や保健システム
強化、公衆衛生危機への対応 ■アジアの高齢化への対応

③成長市場の創出、地域活性化、
科学技術イノベーション

④持続可能で強靭な国土と
質の高いインフラの整備

■有望市場の創出 ■農山漁村の振興 ■生産性の向上
■科学技術イノベーション ■持続可能な都市

■国土強靭化の推進・防災 ■水資源開発・水循環の取組
■質の高いインフラ投資の推進

⑤省・再生可能エネルギー、気候変動対策、
循環型社会

⑥生物多様性、森林、海洋等の
環境の保全

■省・再生可能エネルギーの導入・国際展開の推進
■気候変動対策 ■循環型社会の構築

■環境汚染への対応 ■生物多様性の保全 ■持続可能な
森林・海洋・陸上資源

⑦平和と安全・安心社会の実現 ⑧ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段

■組織犯罪・人身取引・児童虐待等の対策推進
■平和構築・復興支援 ■法の支配の促進

■マルチステークホルダーパートナーシップ ■国際協力に
おけるＳＤＧｓの主流化 ■途上国のＳＤＧｓ実施体制支援
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持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針の概要



『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』のポイント

ＩＩＩ．ＳＤＧｓの担い手として
次世代・女性のエンパワーメント

ＩＩ．ＳＤＧｓを原動力とした
地方創生，強靱かつ

環境に優しい魅力的なまちづくり

Ｉ．ＳＤＧｓと連動する
「Society 5.0」の推進

中小企業におけるＳＤＧｓの取組強化
 大企業や業界団体に加え，中小企業に

対してもＳＤＧｓの取組を強化。

 「SDGs経営／ESG投資研究会」の開催
等を通じて，『ＳＤＧｓ経営イニシアティブ』
を推進。ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タス

クフォース）の提言を踏まえ，企業の取組
を促進。

 『中小企業ビジネス支援事業』を通じた途
上国におけるＳＤＧｓビジネスの支援。

ＳＤＧｓを原動力とした地方創生
 ＳＤＧｓ未来都市の選定，地方創生ＳＤＧ

ｓ官民連携プラットフォーム等を推進。

 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会，２０２５年大阪・関西万博を
通じたＳＤＧｓの推進。

 ＩＣＴ等先端技術を活用した地域の活性化。

 スマート農林水産業の推進。

次世代・女性のエンパワーメント
 「次世代のＳＤＧｓ推進プラットフォーム」

を始動し，国内外における具体的な取組
を推進。

 ３月に同時開催するＷＡＷ！（国際女性
会議）とＷ２０（Ｇ２０エンゲージメント・グ
ループ会合）において女性活躍のための
方途について議論。

 日本は，豊かで活力のある「誰一人取り残さない」社会を実現するため，一人ひとりの保護と能力強化に焦点を当てた「人間の安
全保障」の理念に基づき，世界の「国づくり」と「人づくり」に貢献していく。

 『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』では，次の３本柱を中核とする日本の「ＳＤＧｓモデル」に基づき，『ＳＤＧｓ実施指針』における８つ
の優先分野に総力を挙げて取り組むため，２０１９年におけるより具体化・拡大された政府の取組を盛り込んだ。

 ２０１９年のＧ２０サミット，ＴＩＣＡＤ７，初のＳＤＧｓ首脳級会合等に向けて，①国際社会の優先課題，②日本の経験・強み，③国内
主要政策との連動を踏まえつつ，以下の分野において国内実施・国際協力の両面においてＳＤＧｓを推進。

日本のＳＤＧｓモデルを，東南アジア・アフリカを重点地域としつつ，国際社会に展開していく。

国際的な指標等に基づいて，これまでの取組をレビューし，２０１９年後半に『ＳＤＧｓ実施指針』を改訂。

展開と
フォローアップ

強靱かつ環境に優しい循環型社会の構築
 国内外における防災の主流化の推進。

 質の高いインフラを通じて連結性を強化。

 海洋プラスチックごみ対策を含む持続可
能な海洋環境の構築。

 地域循環共生圏づくりの推進。

 日本の技術・経験を活かした気候変動
対策への貢献。

 省エネ・再エネ等の推進。

科学技術イノベーション（ＳＴＩ）の推進
 統合イノベーション戦略推進会議下の

「STI for SDGsタスクフォース」で，『ロード
マップ』やそのための「基本指針」を策定。
「ＳＴＩ ｆｏｒ ＳＤＧｓプラットフォーム」の立ち
上げも準備。

 STIフォーラムやG20関連会合を通じ，国
際社会における議論を促進。

教育・保健分野における取組
 国内で，幼児教育から高等教育まであら

ゆる段階において「質の高い教育」を実
施。

 Ｇ２０関連会合やＴＩＣＡＤ７を通じ，日本
の経験を共有しつつ，国際教育協力や
ＵＨＣ（ユニバーサル・ヘルス・カバレッ
ジ）を推進。

公表まで対外秘『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』のポイント

7



8

今後の政府の取組とその発信・展開

『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』に基づいて

政府の取組を実施しつつ，更に具体化・拡充し，
日本の「ＳＤＧｓモデル」を構築

『ＳＤＧｓ実施指針』改定
２０１９年

後半

国連ハイレベル政治フォーラム
（閣僚級，７月，ニューヨーク）

２０１９年
前半

ＴＩＣＡＤ７
（８月）

２０２０年東京オリンピック
・パラリンピック大会２０２０年

以降

日
本
の
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
モ
デ
ル
を
世
界
に
発
信

２０２５年大阪・関西万博の開催
２０３０年までにＳＤＧｓを達成

国連ハイレベル政治フォーラム
（首脳級，９月，ニューヨーク）

◆一層の普及・啓発活動を通じて，全国津々浦々までＳＤＧｓの認知度を上げる。
◆ＳＤＧｓを具体的な行動に移す企業・地方を，政府の各種ツールを活用して後押し。
◆官民のベストプラクティスを通じて得られたＳＤＧｓ推進の理念・手法・技術を，

国内外に積極展開。

ＳＤＧｓが創出する市場・雇用を取り込みつつ，国内外のＳＤＧｓを同時に達成し，
日本経済の持続的な成長につなげていく。

これら取組・発信を通じて・・・・

Ｇ２０大阪サミット
（６月）



総人口の長期的推移と将来推計
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○⽇本の総⼈⼝は、今後100年間で100年前（明治時代後半）の⽔準に戻っていく可能性
○この変化は千年単位でみても類を⾒ない、極めて急激な減少

（出典）2010年以前の⼈⼝︓総務省「国勢調査」、国⼟庁「⽇本列島における⼈⼝分布の⻑期時系列分析」（1974年）をもとに国⼟交通省国⼟政策局作成 それ以降の
⼈⼝︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成24年１⽉推計）」をもとに国⼟交通省国⼟政策局作成

2100年（⾼位推計）
6,485万⼈

2100年（低位推計）
3,795万⼈

2100年（中位推計）
4,959万⼈

(2010年)
12,806万⼈



地方創生の必要性
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⼈⼝減少社会が経済社会に与える影響

このままでは、地⽅の多くが衰退し、いずれ⽇本全体も衰退するおそれ

『⼈⼝減少』を克服し、地⽅の創⽣、⽇本の創⽣を⽬指す

2042年2015年

⾼齢者1⼈を１.４８⼈の
現役世代(⽣産年齢⼈⼝)で⽀える

出典︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）」より作成

⾼齢者1⼈を２.２８⼈の
現役世代(⽣産年齢⼈⼝)で⽀える

社会保障などの持続可能性が困難に
・働き⼿⼀⼈当たりの負担が増加し、勤労
意欲にマイナスの影響

中⼭間地域等の活⼒低下
・集落の維持が困難に

東京圏は、当⾯⾼齢者が急増
・医療・介護の確保
・若者雇⽤者の東京圏への吸収
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２０３０アジェンダ：２０１５年９月の国連サミットで全会一致で採択

⇒自治体はＳＤＧｓ実施における不可欠な主体でありパートナー

◆政府と公共団体は、地方政府、地域組織、国際機関、学究組織、慈善団体、ボラン

ティア団体、その他の団体と密接に実施に取り組む。

◆我々の旅路は、政府、国会、国連システム、国際機関、地方政府、先住民、市民社会、

ビジネス・民間セクター、科学者・学会、そしてすべての人々を取り込んでいくものである。

ＳＤＧｓ実施指針：第２回ＳＤＧｓ推進本部会合で決定（2016年１２月２２日）

（「５ 実施に向けた体制」より抜粋）

◆ＳＤＧｓを全国的に実施するためには、広く全国の地方自治体及びその地域で活動

するステークホルダーによる積極的な取組を推進することが不可欠である。この観点

から、各地方自治体に、各種計画や戦略、方針の策定や改訂に当たってはＳＤＧｓの

要素を最大限反映することを奨励しつつ、関係府省庁の施策等も通じ、関係するステ

ークホルダーとの連携の強化等、ＳＤＧｓ達成に向けた取組を促進する。

２０３０アジェンダ及びＳＤＧｓ実施指針における自治体の位置づけ



「持続可能な開発目標、すなわちＳＤＧｓは、先進国、途
上国全てが責任を持つ重要な取組です。日本は人間の安
全保障の考え方に立ち、誰一人置き去りにすることなく、
一人一人が持てる能力を発揮できる社会の実現に向けて、
リーダーシップを発揮してまいります。

７月の国連での報告や９月の国連総会も見据え、私から、
次の３点につき改めて指示します。

～中略～

第二に、地方でのＳＤＧｓの推進です。これは正に地方創
生の実現にも資するものです。関係閣僚が連携して、ＳＤ
Ｇｓ達成に向けた地方の取組を促進する施策を検討、実施
していくようお願いします。

【総理発言（抜粋）】

ＳＤＧｓを全国的に実施するためには、広く全国の地方自治体による地域のステークホル
ダーと連携した積極的な取組の推進が必要不可欠であります。

このため、「環境未来都市」構想をさらに発展させ、地方自治体におけるＳＤＧｓ達成のため
の施策を策定し、これを積極的に推進することにより、地方創生のさらなる実現につなげて
まいります。

発言する安倍総理大臣

【山本内閣府地方創生担当大臣発言】

12

ＳＤＧｓ推進本部会合（第３回）：地方自治体との連携に関する議論

平成２９年６月９日開催（於総理官邸）



自治体によるＳＤＧｓの達成に向け、ＳＤＧｓ未来都市及びモデル事業を選定し、資金的支
援を行うとともに、省庁連携のタスクフォースにより強力に支援します。こうした成功事例を普
及展開し、地方創生のさらなる実現につなげます。

13

二つ目は、ＳＤＧｓを原動力とした地方の創生です。新たに立ち上げた「自治体ＳＤＧｓモデ
ル事業」を、地方創生の関連支援策と総合的に運用することにより、関係省庁が一丸となっ
て後押ししていきます。

ＳＤＧｓ推進本部会合（第４回）：地方自治体との連携に関する議論

我が国は、ＳＤＧｓの推進を通じて、創業や雇用の創出を
実現し、少子高齢化やグローバル化の中で実現できる「豊
かで活力ある未来像」を、世界に先駆けて示してまいりま
す。 そのため､日本ならではの「ＳＤＧｓモデル」を構築する

こととし､第２回会合で決定した『ＳＤＧｓ実施指針』における
８つの優先分野に総力を挙げて取り組む上で､この度、『Ｓ
ＤＧｓアクションプラン２０１８』を策定しました。この『アクショ
ンプラン』では、日本の「ＳＤＧｓモデル」を特色付ける大き
な柱として、次の三つを掲げました。

～中略～

【総理発言（抜粋）】

発言する安倍総理大臣

【梶山内閣府地方創生担当大臣発言】

平成２９年１２月２６日開催（於総理官邸）
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ＳＤＧｓ推進本部会合（第５回）：地方自治体との連携に関する議論

本日、「ＳＤＧｓ未来都市」及び「自治体ＳＤＧｓモデル事業」を選定いたします。

今後は、各省一体となって成功事例の普及展開を図るとともに、一層の官民連携の強化に
向けた取組を推進し、地方創生のさらなる実現につなげます。

持続可能な成長を実現し、その豊かさと幸せをみんなで共
有する――安倍政権は、オールジャパンを推進することによ

り、少子高齢化の中でも、そのような社会を全力で創ってい
きます。そのキーワドは、 「未来」、「女性と次世代」そして
「見える化」の３つです。

まず「未来」についてです。ＳＤＧｓを、日本の未来を創る国
家戦略の主軸に据えます。本日取り纏める『骨太の方針』や
『成長戦略』、先ほど決定した『統合イノベーション戦略』で、
ＳＤＧｓの推進を強力に打ち出します。優れた取組を提案す
る約３０の自治体を、「ＳＤＧｓ未来都市」に選定します。

～中略～

関係閣僚におかれては、これらの方針・戦略や『アクション
プラン』を踏まえ、ＳＤＧｓの取組を更に強化・拡大するととも
に、その発信・展開に一層尽力するようお願いします。

【総理発言（抜粋）】

発言する安倍総理大臣

【梶山内閣府地方創生担当大臣発言】

平成３０年６月１５日開催（於総理官邸）
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ＳＤＧｓ推進本部会合（第６回）：地方自治体との連携に関する議論

地方創生の深化に向け、引き続き、ＳＤＧｓ未来都市の選定や官民連携を推進する
他、２月に第１回地方創生ＳＤＧｓ国際フォーラムを開催します。

 安倍政権は、かつてないスピードで変化する世界から「誰一人取り残さない」社会を実現す
べく、世界の「国づくり」と「人づくり」に貢献します。キーワードは、「豊かで活力のある未来に
向けた国づくり」、「子や孫の世代に誇れる日本」、そして「国際社会をリードする日本」です。

 第一に、「豊かで活力のある未来に向けた国づくり」を進めます。ＳＤＧｓ推進の流れを大企
業から中小企業にも広げ、全国にＳＤＧｓの活力を行きわたらせます。最新の科学技術イノ
ベーションを活用し、スマート農林水産業による地域の活性化や、海洋プラスチックごみ対策
等を通じた循環型社会の構築につなげていきます。本年見られたような気候変動により激甚
化する災害に対応するため、持続可能で強靱な国づくりに全力を尽くします。

 第二に、人生百年時代に向け、「子や孫の世代に誇れる日本」を作るべく、未来を担う子供た
ちや女性に大胆に投資します。３月に国際女性会議とＷ２０を同時に開催し、「女性が輝く社
会」の実現に向けた取組を世界に訴えます。次世代の声と力を活かすべく、学生や若い社会
人を中心とした「次世代のＳＤＧｓ推進プラットフォーム」を立ち上げます。

 第三に、「国際社会をリードする日本」を世界に発信します。来年は、Ｇ２０やＴＩＣＡＤがありま
す。世界の注目が日本に集まるこうした機会を通じ、ＳＤＧｓの力強い担い手たる日本の姿を
国際社会に示していきます。Ｇ２０やＴＩＣＡＤを通じ、質の高いインフラ、防災、海洋プラスチッ
クごみ対策、気候変動等の取組をリードします。「人間の安全保障」や「人づくり」の基礎とな
る女性、保健、教育を重視します。

 これらの成果を、来年９月の国連総会の際に開催されるＳＤＧｓ首脳級会合において、Ｇ２０
議長として国際社会に対して発信します。

 以上を踏まえ、関係閣僚においては、日本のリーダーシップを示すべく、Ｇ２０の直前となる
次回ＳＤＧｓ推進本部会合に向けて、具体的な取組の推進・強化をお願いします。

【総理発言】

発言する安倍総理大臣

【片山内閣府地方創生担当大臣発言】

平成３０年１２月２１日開催（於総理官邸）
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2019.1.21地方創生における自治体ＳＤＧｓ推進の意義

地⽅創⽣
の⽬標

○地⽅創⽣の深化に向けては、中⻑期を⾒通した持続可能なまちづくりに取り組むことが重要
○⾃治体におけるＳＤＧｓの達成に向けた取組は、地⽅創⽣の実現に資するものであり、その

取組を推進することが必要

 ⼈⼝減少と地域経済縮⼩の克服
 まち・ひと・しごとの創⽣と好循環の確⽴

⼈々が安⼼して暮らせるような、持続可能なまちづくりと地域活性化を実現
地⽅創⽣成功モデルの国内における⽔平展開・国外への情報発信

経済

環境

社会三側⾯を統合する施策推進

⾃治体
SDGsの推進

 将来のビジョンづくり
 体制づくり
 各種計画への反映

 関係者（ステークホルダー）との連携
 情報発信と成果の共有
 ローカル指標の設定



自治体によるＳＤＧｓの取組事例

17

内部体制の構築によるSDGsの推進

体制づくり

各種計画の策定・改定

石川県白山市

SDGsを取り入れた中長期計画の策定

関係者（ステークホルダー）との連携

多様なステークホルダーとの連携体制構築に
よるSDGsの推進

情報発信による学習と成果の共有

公民連携の新たなビジネスモデル創出

北海道

長野県 神奈川県横浜市

北海道では、道内において個人や企業、団体、NPO、行政
機関など各層にSDGsが浸透し、幅広い分野や地域で具体的
な取組が展開されるよう、多様な主体が連携・協働する全道
的なネットワーク組織として、2018年８月31日に「北海道SDGs
推進ネットワーク」を
設立。 SDGsの達成
に向けた取組をより
積極的に推進してい
くこととしている。

横浜市では、地域の新聞社やテレビ局によるコンソーシアム
「横浜メディアビジネス総合研究所」と市が連携し、『横浜共創
オープンイノベーション
フォーラム』を、2018年4～9月
に4 回実施。地域や社会の
課題を解決するビジネスモデ
ルの創出を目的に、横浜で
SDGsに取り組む意味や地元
企業との共創について議論
している。

長野県は、2030年の将来像を展望した総合５か年計画「しあ
わせ信州創造プラン2.0～学びと自治の力で拓く新時代～」に、
SDGsの理念を組み込んだ。
学びと自治の力を推進エンジンに、
地方創生とSDGsの取組を展開しつ
つ、誰一人取り残さない「確かな暮
らしが営まれる美しい信州」の実現
を目指している。

白山市では、多様な課題に対し、SDGsの視点に基づく取組
の必要性を認識し、全庁横断的かつ効果的に推進するため、
2018 年3月19日に市長を本部長とする「白山市SDGs推進本
部」を設置した。同本部により、SDGsの理念に基づく持続可能
なまちづくりの取組や市民、企業、高等教育機関等による
SDGsを推進する取組との連携、支援を行うこととしている。

北海道ＳＤＧｓ推進ネットワーク



まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）全体像（抄）
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地方公共団体における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた取組の推進①

19

(1)地方公共団体に対する普及促進活動の展開

(2)地方公共団体によるSDGs達成のためのモデル事例の形成

※Sustainable Development Goalsの略。2015年９月の国連サミットで採択された2030年を期限とする先進国を含む国際社会全体の17の開発目標。全ての関係
者（先進国、途上国、民間企業、NGO、有識者等）の役割を重視し、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に統合
的に取り組むもの。また、「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」（平成28年12月22日第２回持続可能な開発目標（SDGs）推進本部決定）において、政府全体
及び関係府省庁における各種計画や戦略、方針の策定や改訂に当たっては、SDGsを主流化することとされている。

◆まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版） （平成30年12月21日閣議決定） ※抜粋

○ 引き続き地方公共団体によるSDGsの達成に向けた取組を公募し、都市・地域を選定
○ 経済・社会・環境の三側面における新しい価値を通して持続可能な開発を実現する

先導的なモデル事業を選定し、資金的支援
〇 SDGｓの取組事例集の作成や、SDGｓの達成状況を図る際に参考となる指標の提示

(3)「地方創生SDGｓ官民連携プラットフォーム」を通じた民間参画の促進
ＳＤＧｓ未来都市

自治体ＳＤＧｓ推進
関係省庁タスクフォース

地方創生ＳＤＧｓ官民
連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

支援

2030年

取組推進

○ SDGsに関わる主体の知の交流の場として国際的なフォーラムの開催
○ 地方創生に向けた日本の「SDGｓモデル」を国内外に発信

○ マッチング支援や先駆的プロジェクト創出に向けた分科会設置、普及促進活動等の
実施

○ ビジネス連携促進のための調査

2020年 KPI（成果目標）
都道府県及び市区町村に
おけるSDGsの達成に向けた
取組割合：30 ％
（2018年11月時点の取組割合（約５％））

○地方創生の一層の推進に当たっては、持続可能な開発目標（SDGs※）の主流化を図り、SDGs達成に向けた観点を
取り入れ、経済、社会及び環境の統合的向上などの要素を最大限反映する。

○全国の地方公共団体等による地域における自律的好循環、持続可能なまちづくりを目指した取組を推進することで、
政策推進の全体最適化、地域課題解決の加速化等の相乗効果を創出し、地方創生の更なる実現につなげていく。

〇これらの取組の推進に当たっては、女性をはじめ、高齢者・障害者等を含めたあらゆる人々の活躍の推進といった
観点も踏まえることが期待される。

◎国は、第１期「総合戦略」の総仕上げに取り組むとともに、Society5.0の実現やSDGs達成に向けた取組をはじめとする
現在と将来の社会的変化を見据え、地方創生の新たな展開としての飛躍に向け、次期の総合戦略策定の準備を開始
する。
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モデル事例の構築
「ＳＤＧｓ未来都市・

⾃治体ＳＤＧｓモデル事業」

官⺠連携の促進
「地⽅創⽣SDGs官⺠連携

プラットフォーム」

持続可能なまちづくり

普及促進活動

ベストプラクティスの創出

2020年KPI︓都道府県及び市区町村におけるSDGsの達成に
向けた取組割合︓30%

(2018年11⽉時点︓約５％)

地方公共団体における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた取組の推進②



2019年度ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業について

21

中長期を見通した持続可能なまちづくりのため、地方創生に資する、地方自治体による持続可能な
開発目標（SDGｓ）の達成に向けた取組を推進していくことが重要。

地方創生分野における日本の「SDGｓモデル」の構築に向け、引き続き、自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた優れた

取組を提案する都市を「ＳＤＧｓ未来都市」として30程度選定。また、特に先導的な取組を「自治体ＳＤＧｓモデル
事業」として10事業程度選定する。

これらの取組を支援するとともに、成功事例の普及展開等を行い、地方創生の深化につなげていく。

概要

「ＳＤＧｓ未来都市」及び「自治体ＳＤＧｓモデル事業」における取組

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

2030年

①自治体のＳＤＧｓ推進の
ための取組

②ＳＤＧｓ達成に向けた
事業の実施

ＳＤＧｓ未来都市（30）

選定都市の成功事例を
国内外へ情報発信

・イベントの開催
・幅広い世代向けの

普及啓発事業 等

成功事例の普及展開

自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁タスクフォースによる
省庁横断的な支援

○選定都市の事業計画策定への支援
○各省庁支援施策の積極的な活用等
○各省庁支援施策を選定都市に集中投入
○取組状況フォローアップの評価基準作りへの参画

計画
策定

事業
実施

①経済・社会・環境の三側面の統合的
取組による相乗効果の創出

②多様なステークホルダーとの連携

③自律的好循環の構築

自治体ＳＤＧｓモデル事業
（１０）

上限３千万円／都市
定額補助 上限２千万円

定率補助（1/2）上限１千万円



2019年度資金的支援について
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○モデル事業は10件程度を選定し、１件あたりの補助額は3,000万円とする。
○「SDGs未来都市」に選定された都道府県及び市区町村においては、地方創生推進交付金についても、
申請事業数の上限の枠外（追加１事業まで）とすることを予定。

資金的支援について

内訳 単位：万円 備考

機械装置調達
システム開発導入
人材育成 等

1,000
定率補助

（1/2）

全体マネジメント
計画策定
普及啓発 等

2,000 定額補助

小 計／件 3,000

合 計（計１０件） ３億円

資金の流れ

定額補助
（０.２億円/件）

国

地方公共団体
（都道府県・市区町村）

定率補助（1/2）
（０.１億円/件）

自治体ＳＤＧｓ推進事業費補助金



自治体ＳＤＧｓモデル事業について

23

ＳＤＧｓの理念に沿った統合的取組により、経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出を通して
持続可能な開発を実現するポテンシャルが高い先導的な取組であって、多様なステークホルダーとの連
携を通し、地域における自律的好循環が見込める事業を指す。

モデル事業とは

●取組①
●取組②
●・・・

●取組①
●取組②
●・・・

提案都市の課題…○○○

提案都市の課題…○○○

経済

環境

社会

自治体ＳＤＧｓ推進事業費補助金
三側面をつなぐ統合的取組

●取組①
●取組②
●・・・

提案都市の課題…○○○

社会面の
相乗効果①

経済面の
相乗効果①

経済成長と雇用、
インフラ、産業化、
イノベーション 等

保健、教育 等

ｴﾈﾙｷﾞｰ、
気候変動 等

環境面の
相乗効果①

環境面の
相乗効果②

社会面の
相乗効果②

経済面の
相乗効果②

ＳＤＧｓのゴールについては、提案都市の課題に応じて選択

＜事業イメージ＞
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2019年度ＳＤＧｓ未来都市等選定プロセス

2019年度2018年度

２月１月 ４月３月 ５月12月 ６月

都市選定検討プロセス

書面評価 ヒアリング

第10回 第11回 第13回 第14・15・16回第12回 第17回
都市ヒアリング

提案受付

提案状況報告
選定プロセスの確認

選定基準の検討 都市ヒアリング
対象の決定

選定案の決定

2019年度ＳＤＧｓ未来都市の選定案の作成

都市ﾋｱﾘﾝｸﾞ
（5月上旬）

都市・モデル事業選定
（5月下旬）

都市・モデル事業
募集要領・基準策定

12/11 1/10 3月上旬 4月上旬 5月上旬 5月下旬

タスク
フォース

①都市選定及びモデル事業選定基準作り
②都市選定及びモデル事業選定への意見提出

2019年度選定
スケジュール

自治体ＳＤＧｓ
推進評価・調

査検討会

2/20～3/6
正午

◆2019年度ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業選定スケジュール

募集要領公表ﾞ
（1/28）



選定プロセスの詳細
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提
案
受
付

選
定

（
選
定
案
の
各
省
報
告
・
確
認
）

事務局による整理

外形基準による足切あり

自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会

＜ヒアリング
対象の選定＞

・各委員による
書面評価

・検討会による
総合評価

＜ヒアリング＞

・各自治体の
プレゼン
及び
質疑応答

＜選定推薦案
の作成＞

・各委員の採
点に基づく
評価

・検討会による
総合評価

各
省
の
意
見
照
会

（意見を提出）



2019年度ＳＤＧｓ未来都市等選定基準（評価項目と評価・採点方法）①
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評価・採点方法 評価・採点の視点

○×
○×
○×
○×

○×
・評価、採点に必要な事項が記載されているか
・過度に冗長な表現となっていないか

意見

【提案全般について】
・募集要領等の内容に則した提案か
【１　全体計画（自治体全体でのＳＤＧｓの取組）及び
２　自治体ＳＤＧｓモデル事業（特に注力する先導的取組）について】
・記載内容が十分か、または、記載内容の説明が十分か

評価・採点方法
(合計135点）

評価・採点の視点

（１）地域の実態 0～5
・様々な歴史的経緯や立地条件、人口、産業経済等を踏まえ、地域の課題や特性、資源等を把握
しているか
・他の自治体と比較して優位な側面や劣った点を把握しているか

（２）2030年のあるべき姿 0～5
・バックキャスティングの発想を有効に機能させ、住民生活の質（ＱＯＬ）の向上につながる中長期
の視点から持続可能なまちの姿を描いているか

（３）2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的な
ゴール、ターゲット

0～5
・2030年のあるべき姿の実現に向けた適切な政策目標（優先的に取り上げるゴール、ターゲット）
が設定されているか

（１）自治体SDGｓの推進に資する取組 0～10
・2030年のあるべき姿の実現に向け、選定後の３年間実施する取組が、包括的かつ戦略的であ
り、具体的に記載されているか

（２）情報発信 0～5 ・自らの責任を以って、取組を効果的に発信し、普及啓発できる見込みがあるか

（３）普及展開性（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展
開を含む）

0～5
・取組体制、取組方法、取組内容等が、SDGｓに取組む他の地域にとって活用しやすい内容か　と
いった観点を踏まえた、類似の背景・課題・資源を持つ地域への展開策があるか。

（１）各種計画への反映 0～5
・自治体行政におけるＳＤＧｓの主流化に向け、各種計画へのＳＤＧｓの反映が進んでいる（または
今後予定されている）か

（２）行政体内部の執行体制 0～5
・首長のリーダーシップの下、行政内の様々なセクター間を調整し、2030年のあるべき姿に向かっ
て協働することのできる執行体制が整備されている（または今後整備される）か
・適切な指標を用いた進捗管理を行う見込みがあるか

（３）ステークホルダーとの連携

（３－１）域内外との連携
※住民、企業・金融機関、教育・研究機関、NPO等

（３－２）自治体間の連携（国内）

（３－３）国際的な連携

自治体SDGｓの推進に向けた取組の実現可能性 0～10
・「２　自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組」及び「３　推進体制」について、地域の実態を踏まえた実
現可能な取組となることが具体的に記載されているか

0～10

評価項目

１　全体計画（自治体全体でのＳＤＧｓの取組）
１　将来ビジョン

２　自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組

３　推進体制

４　自治体ＳＤＧｓの取組実現可能性

・2030年のあるべき姿に向かって、多様なステークホルダーが連携することのできる体制が整備さ
れている（または今後整備される）か
・多様なステークホルダーとの連携及びそのメリットが具体的に記載されているか

Ⅱ．自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会による評価

2019年度ＳＤＧｓ未来都市等選定基準（評価項目と評価・採点方法）

ＳＤＧｓ未来都市及び、ＳＤＧｓ未来都市の中でも先導的な取組を自治体ＳＤＧｓモデル事業として選定する際に使用する基準。

Ⅰ.事務局による整理(外形要件等)

評価項目
全体計画（自治体全体でのＳＤＧｓの取組）

①　将来ビジョン
・評価、採点に必要な事項が記載されているか
・過度に冗長な表現となっていないか

②　自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組
③　推進体制
④　自治体ＳＤＧｓの取組実現可能性

自治体ＳＤＧｓモデル事業（特に注力する先導的取組）

①　自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案

外形及び制度面等に係る事務局整理

－



2019年度ＳＤＧｓ未来都市等選定基準（評価項目と評価・採点方法）②
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（１）選択したゴール、ターゲットの達成に向けた効果

（１－１）経済面 0～5

（１－２）社会面 0～5

（１－３）環境面 0～5

（２）三側面をつなぐ統合的取組

（２－１）統合的取組による全体最適化 0～15

・経済、社会、環境の三側面をつなぐ統合的取組により、個別効果だけでなく、三側面のバランス
が留意された、目標全体で適正な効果が得られる取組か
・統合的取組により、部分最適ではなく、全体最適化に至る理由及びその過程における工夫等が
記載されているか
・持続可能なまちづくりに向けた先導的な取組か

（２－２）経済、社会、環境の各側面の相乗効果等 0～15

・目標間の関係性に十分留意している取組か
・トレードオフの緩和が図られる取組か
・シナジー効果の創出が図られる取組か
・地域の優先的な取組課題を明らかにし、適切なＫＰＩが設定されているか

（３）多様なステークホルダーとの連携 0～5
・自治体ＳＤＧｓモデル事業の推進にあたり、住民、民間企業・金融機関、ＮＧＯ・ＮＰＯ、教育・研究
機関等の広範で多様なステークホルダーの参画を得ることができる取組が記載されているか
・モデル事業における各ステークホルダーの位置づけ、役割が記載されているか

（４）自律的好循環 0～10
・ビジネスを通じた社会的課題解決、域内での循環型経済の進展、地域の人的資産の交流等を通
じて、地域の経済・社会・環境システムの自律的好循環を創出する取組が記載されているか

（５）自治体SDGｓモデル事業の実現可能性 0～10
・地域資源、推進体制等の地域の実態を踏まえた実現可能な取組となることが具体的に記載され
ているか

（一括委託になって
いると思われる理由
等を右欄に記入）

－

（ＳＤＧｓ未来都市とし
て選定すべき特段の
理由がある場合は右
欄に記入）

－

３　委員による参考意見

一括委託の回避に向けた委託事業内容の確認
例：「事業構想、計画策定のための経費」について、策定
過程すべてを委託事業としていないか　等

提案における、モデル性、インパクト、波及性など特に注
目すべき取組に関するコメント等

２　自治体ＳＤＧｓモデル事業（特に注力する先導的取組）
１　自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案

・設定した課題、目標の解決、達成に具体的に貢献する取組が記載されているか
・適切なＫＰＩが設定されているか



３．ＳＤＧｓの取組計画の実装と目標設定の視点
3.1 ＳＤＧｓの取組計画の実装の評価
3.2 優先的目標とＫＰＩの設定の評価
3.3 統合的取組の評価

４．具体的な事業推進の視点
4.1 自律的好循環と地域活性化の達成の評価
4.2 市民が動き社会が動く仕組みの評価
4.3 ＰＰＰ（官民連携）のしくみづくりの評価
4.4 資金メカニズムの整備の評価

５．フォローアップ実施の視点
5.1 ＰＤＣＡの確実な実施の評価
5.2 情報発信・普及啓発の評価

（参考）「自治体によるＳＤＧｓの取組の評価の視点」

28

評価に際しては、実質的に効果の上がりそうな企画、取組を高く評価するという評価サイド
の姿勢を明確にし、これを自治体サイドにも認知してもらうことが重要である。主要な視点とし
て、以下のような事例が指摘される。
・ SDGsの取組が地方創生や地域活性化に、実質的に貢献する企画となっているか
・ 自身の過去、現在を踏まえて未来を見据えた、独自性の高い内容を提案しているか
・ 地域事業の企画は、採算性、資金メカニズム、民間との連携等の面で合理的か 等

◆評価における基本的姿勢

１．ＳＤＧｓの理解度の視点
1.1 ＳＤＧｓの趣旨、理念の理解の評価
1.2 ゴール、ターゲット、指標（インディケーター）の

理解の評価
1.3 ＳＤＧｓに取り組むことの意義、必要性、メリット

の理解度の評価
1.4 経済、社会、環境に関する課題の統合的取組の重要

性の理解度の評価

２．取組体制の整備の視点
2.1 首長のリーダーシップとガバナンス体制の評価
2.2 分野横断的な組織の設置の評価
2.3 多様な意見を取り込むことのできる参画性の確保の

評価
2.4 プロジェクトマネジメント体制の整備の評価
2.5 パートナーシップの推進の評価

◆第10回自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会（平成30年12月11日）資料
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kankyo/kaigi/dai10/sdgs_hyoka10_shiryo3-2.pdf）

◆評価の視点



○SDGsの理念に沿った統合的取組により、経済・社会・
環境の三側面における新しい価値創出を通して持続可
能な開発を実現するポテンシャルが高い先導的な取組
を支援します。

○加えて、地方創生に資する自治体によるSDGsの達成に
向けた取組を、フォーラムの開催や取組事例の調査等
を通じて普及展開を図り、広く国内外に浸透させると
ともに、地域別説明会などSDGsに取組む自治体に対し
ても支援するほか、官民連携の取組を強化します。

○また、環境未来都市・環境モデル都市の取組支援と普
及促進活動により「環境未来都市」構想を推進します。

○自治体における持続可能な開発目標（SDGs）の達成に
向けた取組は、地方創生の実現に資するものであり、
その取組を推進することが重要です。

○このため、自治体によるSDGsの達成に向けた取組を公
募し、優れた取組を提案する都市・地域を選定すると
ともに、特に先導的な取組については、モデル事業と
して選定し、資金的に支援をします。

○そうした成功事例の調査や普及展開等を行うことで、
SDGsの取組を国内へ広く浸透させ、地方創生の深化に
つなげます。

○平成30年12月21日に閣議決定された「まち・ひと・し
ごと創生総合戦略（2018 改訂版）」において、「地方
創生の一層の推進に当たっては、持続可能な開発目標
（SDGs）の主流化を図り、SDGs達成に向けた観点を取
り入れ、経済、社会及び環境の統合的向上などの要素
を最大限反映する。」とされています。

○また、環境未来都市・環境モデル都市の取組支援と普
及促進活動により「環境未来都市」構想を推進します。

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

自治体によるSDGsの達成に向けたモデル的な先進事例
の創出と普及展開活動を通じ、SDGsを自治体業務に広
く浸透させるとともに、「環境未来都市」構想の推進
を通じ、地方創生の深化につなげます。

期待される効果

委託費 民間
事業者
等

資金の流れ
定率補助（1/2）
（０.１億円/件）

国
都道府県・
市区町村※

※公募により選定された
「自治体SDGsモデル事業」

定額補助
（０.２億円/件）

国

地方創生に向けた自治体SDGs推進事業 ／「環境未来都市」構想推進事業（内閣府地方創生推進室）

３１年度予算概算決定額 ５．４億円（３０年度予算額 ５.３億円）

2019年度予算概算決定額



福岡県北九州市
神奈川県横浜市

北海道下川町

北海道ニセコ町

岡⼭県真庭市

⻑崎県壱岐市

熊本県⼩国町

富⼭県富⼭市

神奈川県

神奈川県鎌倉市
静岡県静岡市

茨城県つくば市
岡⼭県岡⼭市

三重県志摩市

⼭形県飯豊町

⼭⼝県宇部市

⽯川県珠洲市

⻑野県

広島県

⽯川県⽩⼭市 宮城県東松島市

静岡県浜松市
愛知県豊⽥市

北海道札幌市

奈良県⼗津川村

秋⽥県仙北市

北海道

徳島県上勝町

⼤阪府堺市

出典︓国⼟地理院ウェブサイト（https://maps.gsi.go.jp/）の⽩地図をもとに作成

緑字︓SDGs未来都市（⾃治体SDGsモデル事業含む）
⻘字︓SDGs未来都市
※道県が選定されている場合は道県全域を着⾊。

2018年度ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業 選定都市一覧
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都市名 提案タイトル

SD
Gs

未
来
都
市

︵
⾃
治
体SD

Gs

モ
デ
ル
事
業
含
む
︶

北海道ニセコ町 環境を⽣かし、資源、経済が循環する⾃治のまち
「サスティナブルタウンニセコ」の構築

北海道下川町 未来の⼈と⾃然へ繋ぐしもかわチャレンジ2030

神奈川県 いのち輝く神奈川 持続可能な「スマイル100歳社会」の実現

神奈川県横浜市 SDGs未来都市・横浜 〜”連携”による「⼤都市モデル」創出〜

神奈川県鎌倉市 持続可能な都市経営「SDGs未来都市かまくら」の創造

富⼭県富⼭市 コンパクトシティ戦略による持続可能な付加価値創造都市の実現

岡⼭県真庭市 地域エネルギー⾃給率100% 2030”SDGs”未来杜市真庭の実現
〜永続的に発展する農⼭村のモデルを⽬指して（私がわたしらしく⽣きるまち）〜

福岡県北九州市 北九州市SDGs未来都市

⻑崎県壱岐市 壱岐活き対話型社会「壱岐（粋）なSociety5.0」

熊本県⼩国町 地熱と森林の恵み、⼈とのつながりがもたらす持続可能なまちづくりを⽬指して

SD
Gs

未
来
都
市

北海道 北海道価値を活かした広域SDGsモデルの構築

北海道札幌市 次世代の⼦どもたちが笑顔で暮らせる持続可能な都市・
「環境⾸都・SAPP͜RO」

宮城県東松島市 全世代グロウアップシティ東松島

秋⽥県仙北市 IoT・⽔素エネルギー利⽤基盤整備事業

⼭形県飯豊町 農村計画研究所の再興
『2030年も「⽇本で最も美しい村」であり続けるために』

茨城県つくば市 つくばSDGs 未来都市先導プロジェクト

⽯川県珠洲市 能登の尖端”未来都市”への挑戦

⽯川県⽩⼭市 ⽩⼭の恵みを次世代へ贈る「⽩⼭SDGs未来都市2030ビジョン」

⻑野県 学びと⾃治の⼒による「⾃⽴・分散型社会の形成」

静岡県静岡市 「世界に輝く静岡」の実現 静岡市５⼤構想×SDGs

静岡県浜松市 浜松が「五⼗年、⼋⼗年先の『世界』を富ます」

愛知県豊⽥市 みんながつながる ミライにつながるスマートシティ

三重県志摩市 持続可能な御⾷国の創⽣

⼤阪府堺市 「⾃由と⾃治の精神を礎に、誰もが健康で活躍する笑顔あふれるまち」

奈良県⼗津川村 持続可能な森林保全及び観光振興による⼗津川村SDGsモデル構想（仮称）

岡⼭県岡⼭市 誰もが健康で学び合い、⽣涯活躍するまちおかやまの推進

広島県 SDGsの達成に向けて平和の活動を⽣み出す国際平和拠点ひろしまの取組を加
速する〜マルチステイクホルダー・パートナーシップによるSDGsの取組の強化〜

⼭⼝県宇部市 「⼈財が宝」みんなでつくる宇部SDGs推進事業
〜「共存同栄・協同⼀致」の更なる進化〜

徳島県上勝町 SDGsでSHLs（Sustainable Happy Lives）
持続可能な幸福な⽣活



2018年度自治体ＳＤＧｓモデル事業 選定都市一覧

31※都道府県・市区町村コード順

No 提案者名 モデル事業名 提案内容の概要

1 北海道ニセコ町 NISEKO生活・モデル地区構築事業

SDGsの理念を踏まえた「NISEKO生活・モデル地区形成事業」を通じて、地域経済の活性化に資する環境配慮型住宅群建
設、人口増加に伴う住宅不足の解消、ヒートショックの予防とエネルギーコストの削減、地域運営組織などによる活発な自
治活動などを進め、ニセコのブランド価値を高める。

2 北海道下川町 ＳＤＧｓパートナーシップによる良質な暮らし創造実践事業
ICTやIoTを活用した伐採・造林から加工流通林業のシームレス産業化、健康省エネ住宅の主流化、除雪体制や災害対応、
森林バイオマスを中心とした再生可能エネルギーの利用拡大等の事業について、SDGsパートナーシップセンターを活用し、
各側面における相乗効果を発揮しながら推進する。

3 神奈川県 ＳＤＧｓ社会的インパクト評価実証プロジェクト
「いのち輝く神奈川」の実現を目指して、健康寿命の延伸に向けた未病産業の創出やデータヘルスの推進、新たなエネル
ギー体系の構築に向けたZEH、FCVの導入促進を進めるとともに、これらの取組への民間投資の促進に向けたSDGs社会
的インパクト評価システムを構築し、モデル地区において実証事業を行う。

4 神奈川県横浜市 “連携”による横浜型「大都市モデル」創出事業
環境・社会・経済面の課題解決に向けたモデル事業の推進のため、横浜スマート・グローバル・パートナーシップ事業（仮
称）を通じ、ステークホルダー間の交流を深化させ、取組間の連携を図り、住民・事業所などの「市民力」を最大限発揮でき
る仕組みを構築する。

5 神奈川県鎌倉市 持続可能な都市経営「SDGs 未来都市かまくら」の創造
市の総合計画について、SDGsの理念を掲げ、市民参画やEBPMにより改訂する。実行に当たっては、計画の推進に寄与
する取組リスト化や取組に対する特典還元により、実効性を担保する。また、先行モデルとして歴史的建造物を改修し、働
く・交流・歴史と文化を継承する場として、情報発信する。

6 富山県富山市
ＬＲＴネットワークと自立分散型エネルギーマネジメントの融
合によるコンパクトシティの深化

持続可能な地域公共交通網の形成や、自立分散型エネルギーインフラ・ネットワークとの融合を図ることにより、都市レジ
リエンスを強化し、コンパクトシティの深化・充実を目指す。さらに、コンパクトシティ戦略の推進による成果として拡大する
高齢者等の外出・交流機会を活用し、IoT技術を利用した歩行補助車の整備や、地域包括ケアシステムの構築等により、
すべての世代の健康・安心な生活の実現を図る、ヘルシー＆スマートシティの形成に取り組む。

7 岡山県真庭市 永続的発展に向けた地方分散モデル事業
中山間地域における地方分散型のモデル地域を目指し、人口減少の抑制と年齢構成の偏在の解消に向け、既に効果が
発現している地域エネルギー100％に向けた取組を強化。地域資源を活用したＣＬＴ等の木材需要拡大、バイオ液肥を活
用した農業推進、独自の観光事業の促進など循環型の「回る経済」を確立する。

8 福岡県北九州市 地域エネルギー次世代モデル事業
エネルギーを核としつつ、技術力・市民力を活かした課題解決事業を展開し、国内外へ普及展開する。具体的には、低炭
素エネルギーの振興や環境産業の活性化、女性や高齢者・障害者の活躍、エネルギー・リサイクル産業の技術向上と海
外展開等を進める。

9 長崎県壱岐市 Industry4.0を駆使したスマート6次産業化モデル構築事業
農業のスマート化、市民社会への先進技術導入を目指し、IoT及びAIを実装する。これにより農業の収益性を高め、UIター
ン者等の増加につなげる。また、島内でのIoT人材の育成を図り、雇用を拡大するとともに、島内外間のコミュニケーション
環境を強化し、環境に寄与する行動の啓蒙を行う。

10 熊本県小国町 地熱をはじめとするエネルギー研究・交流拠点づくり

地域資源を活かし、町主体の公正を担保した開発計画による地熱資源の有効活用や、未利用熱水を活用したバイナリー
発電の利用拡大検討、持続可能な公共交通確保のためのカーシェアリング導入検討などの三側面の取組を進める。更に、
パートナーシップの強化や地域における自立的・持続的な経済活動構築のため、産学官民による交流・研究拠点を目指し、
体制・施設の整備を行う。



32

2018年度自治体ＳＤＧｓモデル事業①

北海道ニセコ町 NISEKO⽣活・モデル地区構築事業

●JRニセコ駅前への⾯的地域熱供給
の導⼊

●環境に配慮した個別・集合住宅の
建設促進

●環境配慮型象徴的新庁舎の建設

＜取組課題＞
地域経済循環と
「稼ぐ⼒」の強化

＜取組課題＞
安⼼して住み続けられる
地域コミュニティの形成

●観光⽬的税の導⼊検討・実施
●創業⽀援・企業進出⽀援
●下⽔道等基礎インフラの整備

三側⾯をつなぐ統合的取組
NISEKO⽣活・モデル地区構築事業

環境

経済 社会
●集合住宅建設時の固定資産税減免
●ローカルスマート交通の構築
●情報共有と住⺠参加のまちづくり

地域資源を活⽤した地域熱供給
（ニセコ駅前）

＜取組課題＞
省エネ、再エネ導⼊の

促進、資源循環

まちづくり町⺠講座

観光産業

地域エネルギー

住まい
創業

インフラ

環境配慮

交通
市⺠参加

• 町の市街地に「NISEKO⽣活」を体現する⽣活空間で
ある約9haのモデル地区を形成

• SDGsの理念を踏まえた、景観に配慮した⾼気密・⾼断
熱住宅、多様な年齢・所得構成、活発な⾃治活動が担
保されたモデル地区の形成を⽬指す

• SDGsの理念を踏まえた「NISEKO⽣活・モデル地区形成事業」を通じて、地域経済の活性化に資する環境配慮
型住宅群建設、⼈⼝増加に伴う住宅不⾜の解消、ヒートショックの予防とエネルギーコストの削減、地域運営組織
などによる活発な⾃治活動などを進め、ニセコのブランド価値を⾼める。

地域経済循環図（稼ぐ⼒の分析）
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2018年度自治体ＳＤＧｓモデル事業②

SDGsパートナーシップによる良質な暮らし創造実践事業北海道下川町

＜取組課題＞
⼈材育成と先端技術導⼊による

収益向上と地消地産の循環型経済

＜取組課題＞
誰もが希望を持ちながら健康で
安⼼して暮らせる社会条件整備

●林業の川上〜川下のシームレス産業化
●農産物の地域循環型流通
●地域内経済循環を促すポイントシステム導⼊
●多様な⼈材登⽤、⽣産効率向上に向けた

先端技術導⼊実証

脱炭素

循環型経済
住まい

環境

経済 社会
●居住環境計画、健康省エネ住宅の推進
●医療介護福祉連携強化、⼦育て⽀援
●除雪システム⾼効率化、レジリエンス強化
●未来⼈材育成、町⺠参加推進

⼀の橋バイオビレッジ

林業のシームレス産業化

＜取組課題＞
森林バイオマスを中⼼と

した脱炭素社会

⼈材確保、
⽣産性

⼈材育成

安⼼・安⼼

ゼロエミッション

三側⾯をつなぐ統合的取組
①都市と地域のためのSDGsパートナーシップ拠点

構築
②⼀の橋集落における多様な地域⼈材登⽤による

産業創出

SDGsパートナーシップセンターにより内外の主体
が連携し、地域課題の解決を⽬指す。

• ICTやIoTを活⽤した伐採・造林から加⼯流通林業のシームレス産業化、健康省エネ住宅の主流化、除雪体制や
災害対応、森林バイオマスを中⼼とした再⽣可能エネルギーの利⽤拡⼤等の事業について、SDGsパートナーシップ
センターを構築・活⽤し、各側⾯における相乗効果を発揮しながら推進する。

●森林バイオマス利⽤拡⼤
●⼀の橋バイオビレッジ脱炭素コミュニティ
●省エネ家電レンタルシステム構築
●ゼロエミッションとエシカル消費促進



2018年度自治体ＳＤＧｓモデル事業③

神奈川県 SDGs社会的インパクト評価実証プロジェクト

●太陽光発電設備の導⼊拡⼤
●⽔素ステーションの整備促進
●燃料電池⾞・電気⾃動⾞の導⼊拡⼤
●エネルギー⾃⽴型住宅の推進
●事業活動温暖化対策計画書制度の実施

＜取組課題＞
持続的に経済のエンジンを回す

＜取組課題＞
持続可能な超⾼齢社会の創造

●ME-BYO BRAND制度
●未病産業市場拡⼤プロジェクト等の推進
●最先端医療関連ベンチャー企業⽀援
●ヘルスケア・ニューフロンティア・ファンド
●スマートエネルギー関連製品等

の開発促進 三側⾯をつなぐ統合的取組
SDGs社会的インパクト評価

実証プロジェクト

環境

経済 社会
●マイME-BYOカルテの活⽤
●未病指標の構築・活⽤
●神奈川ME-BYOリビングラボ推進
●ME-BYOハウスラボ推進

＜取組課題＞
新しいエネルギー

体系の構築

マイME-BYOカルテ

ME-BYO BRAND

データ活⽤

再⽣可能
エネルギー

未病産業

ベンチャー
⽀援

エネルギー
産業

市⺠参加

省エネ・技術

温暖化対策

実証・展
開

実証・展
開

取組の社会的インパクトをSDGsの観点から⾒え
る化し、SDGsに取り組む事業者と資⾦供給者を
結びつけ、ESG投資等の呼込みを図る。

取組事業者 資⾦供給者

SDGs社会的インパクト
評価システムの構築

• Fujisawa サスティナブル・スマートタウンにおけ
る「多世代連携によるコミュニティ機能の強化」

• 県内市町村への成果の共有・展開

• 「いのち輝く神奈川」の実現を⽬指して、健康寿命の延伸に向けた未病産業の創出やデータヘルスの推進、新たな
エネルギー体系の構築に向けたZEH、FCVの導⼊促進を進めるとともに、これらの取組への⺠間投資の促進に向け
たSDGs社会的インパクト評価システムを構築し、モデル地区において実証事業を⾏う。
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2018年度自治体ＳＤＧｓモデル事業④

“連携”による横浜型「⼤都市モデル」創出事業神奈川県横浜市

●豊かな⾃然環境と暮らしが
共存する都市づくり

●低炭素・循環型社会の構築

＜取組課題＞
都⼼部の活⼒創出・スマートで国際

競争⼒のあるみなとの実現

＜取組課題＞
郊外部の再⽣・多様な⼈が

活躍する社会の実現

＜取組課題＞
⾃然環境を活かしたまちづくり・

脱炭素化の推進

●成⻑と活⼒を⽣み出す都⼼部の実現
●国際競争⼒の強化と市⺠⽣活を豊かに

する総合港湾づくり
三側⾯をつなぐ統合的取組

横浜スマート･グローバル･
パートナーシップ事業(仮称)

環境

経済 社会
●｢住みたい」「住み続けたい」

と思える郊外部の実現
●未来を創る多様な⼈づくり

都⼼部

花と緑

住まい

みなと ⼈づくり

循環型社会

• 産学官や市⺠が交流・連携し、各取組の相乗効
果を⾼める拠点として「SDGsデザインセンター
（仮称）」を創設する。

• 課題解決の知⾒・技術の共有・実践や、グローバ
ル⼈材育成、国内外への情報発信等をおこなう。

• 環境・社会・経済⾯の課題解決に向けたモデル事業の推進のため、横浜スマート・グローバル・パートナーシップ事業
（仮称）を通じ、ステークホルダー間の交流を深化させ、取組間の連携を図り、住⺠・事業所などの「市⺠⼒」を最
⼤限発揮できる仕組みを構築する。

「住みたい」「住み続けた
い」と思える郊外部の実現

総合港湾づくり

豊かな⾃然環境と暮らしが共存する都市づくり
35
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2018年度自治体ＳＤＧｓモデル事業⑤

持続可能な都市経営「SDGs未来都市かまくら」の創造神奈川県鎌倉市

●市⺠・NPO・来訪者・企業との共
創による環境(景観)活動の推進

●鎌倉ロードプライシング推進
（渋滞対策）

＜取組課題＞
「働くまち鎌倉」「住みたい・

住み続けたいまち鎌倉」の実現

＜取組課題＞
市⺠⾃治の推進・共⽣社会の
実現・⻑寿社会のまちづくり

●イノベーションを⽣む新しい交流拠点整備
●新しいライフ・ワークスタイルの提案
（東京への通勤といった画⼀的なスタイルから脱却し、

職住近接のまちをつくる）
●公的不動産の利活⽤による

企業誘致

環境

経済 社会

まちの社員寮（近⽇オープン）

雇⽤創出 市⺠⾃治

健康⻑寿

連携・共創

＜取組課題＞
⾃然・歴史・⽂化の継承

市⺠の安全な⽣活基盤づくり

住まい⽅/
働き⽅

●鎌倉リビングラボの全市展開
●(仮)市⺠活動推進条例の策定
●⻑寿社会のまちづくり
●鎌倉版地域包括ケアの構築

三側⾯をつなぐ統合的取組
持続可能な都市経営

「SDGs未来都市かまくら」の創造

• 市の総合計画について、SDGsの理念を掲げ、市⺠参画やEBPMにより改定する。実⾏に当たっては、計画の推進
に寄与する取組リスト化や取組に対する特典還元により、実効性を担保する。また、先⾏モデルとして歴史的建造
物を改修し、働く・交流・歴史と⽂化を継承する場として、情報発信する。

①総合計画に⾃治体SDGs導⼊
②計画を実現するための新たな仕組みづくり
・EBPM推進
・SIBの試⾏
・地域資産の設定・可視化
・鎌倉リビングラボ
③先⾏モデルプロジェクト
（古⺠家を活⽤したSDGsショーケース）

• 古都としての⾵格を保ちながら、⽣きる喜びと
新しい魅⼒を創造するまちを⽬指す。

• 総合計画に⾃治体SDGsを導⼊するとともに、
実現に向けた新たな仕組みと先⾏モデルプロ
ジェクトを推進する。まちの社員⾷堂

鎌倉リビングラボ

交通

モデルプロジェクトを⾏う古⺠家（旧村上邸）



2018年度自治体ＳＤＧｓモデル事業⑥

LRTネットワークと⾃⽴分散型エネルギーマネジメントの融合
によるコンパクトシティの深化富山県富山市

●⽊質バイオマス利⽤計画策定
●未来に繋ぐ⼩学⽣植樹体験
●呉⽻丘陵・フットパス検討

＜取組課題＞
技術・社会イノベーションの創出

＜取組課題＞
持続的な付加価値の創造

●えごま６次産業化推進
●農⼭村低炭素化モデルの構築

（再⽣可能エネルギーを活⽤した
⾼付加価値作物の栽培実証）

産業 まちづくり

環境

経済 社会

えごま関連商品

交通空間賑わい創出

再⽣可能
エネルギー

交通

●富⼭駅周辺地区まちづくり
●LRTネットワーク形成
●交通空間賑わい創出
●健康⻑寿コンシェルジュ・サービスの推進 等福祉

エネルギー
環境教育
⾃然体験

＜取組課題＞
低炭素・

エネルギー効率の改善

植樹体験

三側⾯をつなぐ統合的取組
LRTネットワークと

⾃⽴分散型エネルギーマネジメントの
融合によるコンパクトシティの深化

LRTネットワーク等の公共交通活性化施策に加え、地域
資源の地産地消を達成する⾃⽴分散型エネルギーインフ
ラ・ネットワークと組み合わせることにより、コンパクトシティを
深化させ、持続可能な付加価値創造都市を⽬指す。

持続可能な地域公共交通網の形成や、⾃⽴分散型エネルギーインフラ・ネットワークとの融合を図ることにより、都市レ
ジリエンスを強化し、コンパクトシティの深化・充実を⽬指す。さらに、コンパクトシティ戦略の推進による成果として拡⼤す
る⾼齢者等の外出・交流機会を活⽤し、IoT技術を利⽤した歩⾏補助⾞の整備や、地域包括ケアシステムの構築等
により、すべての世代の健康・安⼼な⽣活の実現を図る、ヘルシー＆スマートシティの形成に取り組む。

LRTネットワーク ⾃⽴分散型エネルギー
インフラ・ネットワーク

IoT活⽤によるヘルシー
＆スマートシティ

コンパクトシティ戦略による「健康」「QOL」「低炭素」「防災」等
の付加価値検証と国際展開の推進 37



2018年度自治体ＳＤＧｓモデル事業⑦

永続的発展に向けた地⽅分散モデル事業岡山県真庭市

●持続可能な森林づくり
●⽣ごみ資源化
●マイクロ・⼩⽔⼒発電の推進

＜取組課題＞
地域資源を活⽤した
「回る経済」の確⽴

＜取組課題＞
環境に配慮した経済活動を⾏うことの

できる⼈材育成

●⽊質バイオマス発電の推進
●CLT活⽤等⽊材需要の拡⼤
●資源循環・環境保全型農業の推進
●観光地域づくり

三側⾯をつなぐ統合的取組
永続的発展に向けた
地⽅分散モデル事業

環境

経済 社会
●経済及び環境における学習

機会の創出
●グローバル⼈材育成
●資源の分別の推進

バイオ液肥・バイオガス実証プラント

CLTを活⽤したホテル

＜取組課題＞
地域エネルギー⾃給率100%、

⽊質資源活⽤によるCO2排出量削減

⽊質資源

地域エネルギー

⼈材育成
農業
観光 普及啓発

⽊を使いきる真庭事業

⾃治体モデル事業
ー市⺠・産学官⾦の参画ー

有機廃棄物資源化事業
⾏ってみたくなる・住んでみたくな
るまちづくり事業

【岡⼭⼤学連携】
・総合⼤学の知⾒・助⾔

・経済、環境等の学習機会創出
・カナダUBC⼤学⽣ 受⼊れ

【京都⼤学
広井教授連携】
AI予測に基づく
地⽅分散型
モデル実現

【岡⼭市連携】
旭川の環境保全

ＥＳＤ
(環境学習)

未来を担う⼈づくり事業

• エネルギー⾃給率100％達成や地産地消により
お⾦が市内で循環する「回る経済」を確⽴する。

• 観光DMOと連携した⾃転⾞のまちづくりなどの
「⾏ってみたくなる・住んでみたくなるまちづくり事業」
等を通じて、若者、関係⼈⼝、移住者を増やし、
⼈⼝減少や地域経済衰退の負の連鎖を断ち切る
「永続的発展」のモデルを構築する。

• 中⼭間地域における地⽅分散型のモデル地域を⽬指し、⼈⼝減少の抑制と年齢構成の偏在の解消に向け、既に
効果が発現している地域エネルギー100％に向けた取組を強化。地域資源を活⽤したＣＬＴ等の⽊材需要拡⼤、
バイオ液肥を活⽤した農業推進、独⾃の観光事業の促進など循環型の「回る経済」を確⽴する。

38
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福岡県北九州市 地域エネルギー次世代モデル事業

●エネルギーや資源の地域循環
●環境国際協⼒・ビジネスの推進
●⾥⼭等の⾃然保全

＜取組課題＞
持続可能な産業の振興

＜取組課題＞
⼈⼝減少・超⾼齢化の対応、

⽣涯活躍社会の実現

●地域エネルギー拠点化の推進
●ロボットやＡＩを活⽤した⽣産性向上
●⼀次産業や環境関連産業の活性化

三側⾯をつなぐ統合的取組
地域エネルギー次世代モデル事業

環境

経済 社会
●⼥性や⾼齢者・障害者等の活躍
●安⼼で災害に強いまちづくり
●市⺠活動の場の提供（ＥＳＤ等）

環境関連産業の活性化

市⺠交流会の開催（ESDステーション）

エネルギーや資源の地域循環

＜取組課題＞
気候変動への対応、

資源効率の向上

エネルギー ダイバーシティ

資源循環

先端技術
環境産業

安全
コミュニティ

国際展開
⾃然・共⽣

• 地域エネルギー・SDGs戦略策定を核としつつ、SDGs
⼈材育成やSDGs⾒える化拠点整備、SDGs国際プ
ラットフォーム・ネットワークの構築を推進。

• これらの事業の組み合わせにより、「持続可能な産業振
興」、「⼈⼝減少・超⾼齢化の対応、⽣涯活躍社会の
実現」、「気候変動対応・資源効率の向上」を実現。

• エネルギーを核としつつ、技術⼒・市⺠⼒を活かした課題解決事業を展開し、国内外へ普及展開する。
• 具体的には、低炭素エネルギーの振興や環境産業の活性化、⼥性や⾼齢者・障害者の活躍、エネルギー・リサイク

ル産業の技術向上と海外展開等を進める。

北九州エコタウン
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Industry4.0を駆使したスマート６次産業化モデル構築事業長崎県壱岐市

●島外⼤学⽣および島内⾼校⽣
によるイノベーションプログラム実施

●環境への理解促進につながる
イベント実施 等

＜取組課題＞
1次産業のIndustry4.0

による垂直統合
＜取組課題＞

新たな交流環境の実現

●収穫量の全データ化、⽣産⼯程の体系化
●出荷場等への⾃動運転による輸送
●新規取引先の開拓、企業誘致
●地産地消ＥＣマーケットの確⽴

三側⾯をつなぐ統合的取組
Industry4.0を駆使した

スマート６次産業化モデル構築

環境

経済 社会
●６次産業システム管理を⾏う⼈材育成
●IoT運⽤業務による新たな雇⽤の創出
●市⺠共創の「みらい創り対話会」の開催

＜取組課題＞
環境ナッジの実施

壱岐なみらい創りプロジェクト

農業
⼈材育成、
雇⽤創出

⼈材育成

雇⽤創出
地産地消

市⺠参加

環境教育

• 多様なステークホルダーからなる「壱岐なSociety5.0活
動推進事務局」を設置し、農業のスマート化を図る。

• 取組を通じて、IoT⼈材の育成や先進技術の市⺠⽣
活・環境改善への応⽤を進め、持続可能な地域循環モ
デルを構築する。

• 農業のスマート化、市⺠社会への先進技術導⼊を⽬指し、IoT及びAIを実装する。これにより農業の収益性を⾼
め、UIターン者等の増加につなげる。また、島内でのIoT⼈材の育成を図り、雇⽤を拡⼤するとともに、島内外間の
コミュニケーション環境を強化し、環境に寄与する⾏動の啓蒙を⾏う。

Indsutry4.0を駆使したスマート6次産業化モデル構築

１次産業 ２次産業 ３次産業

生産・収穫

輸送 生産工程の可視化・分析

ECサイトによる地産地消

(4) 地産地消
ＥＣマーケット

(2) 市内自動輸送

(1) スマート農業

(3) ものづくりの視える化

(5) 生産量の可視化による
新規卸先企業の誘致

(6) IoT人材教育プログラム

(7) IoT人材外部獲得

(8) 国内外PRおよび
普及活動

(9) みらい創りプロジェクト

(10) 環境ナッジ

需要拡大

イノベーションプ
ログラムの写真

をご提供ください。

アスパラ栽培のスマート化

イノベーションプログラム
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熊本県小国町 地熱をはじめとするエネルギー研究・交流拠点づくり

＜取組課題＞
地域資源の利活⽤

＜取組課題＞
交流⼈⼝の拡⼤、

地域内コミュニティの維持

●地熱資源の多⾯的活⽤
●森林資源の有効活⽤及び⾼付加価値化

三側⾯をつなぐ統合的取組
地熱をはじめとする

エネルギー研究・交流拠点づくり

環境

経済 社会
●地域資源活⽤における公正の確保
●地域主体で運営するコミュニティ

交通システムの構築

地熱発電所
（地域住⺠による合同会社が運営）

乗合タクシー（EV⾞）

温泉旅館の源泉を活⽤した
バイナリ―発電所

＜取組課題＞
町内が⼀体となった
低炭素⾏動の実現

●⽊質バイオマスボイラー設備導⼊、
未利⽤資源を活⽤した発電推進

●低炭素型森林経営のさらなる推進
●コミュニティ活動によるエコ推進

地熱資源 公正

エネルギー

森林資源 交通

市⺠参加
低炭素

• 地熱や森林という地域資源を活かした循環型の社会
と産業づくりを⽬指す。

• 資源活⽤に向けた産学官⺠による交流・研究拠点と
しての体制及び拠点施設を整備し、地熱と森林資源
活⽤に関する調査研究、産学官⺠の交流プログラム、
専⾨⼈材育成等を推進する。

• 地域資源を活かし、町主体の公正を担保した開発計画による地熱資源の有効活⽤や、未利⽤熱⽔を活⽤したバ
イナリー発電の利⽤拡⼤検討、持続可能な公共交通確保のためのカーシェアリング導⼊検討などの三側⾯の取組
を進める。更に、パートナーシップの強化や地域における⾃⽴的・持続的な経済活動構築のため、産学官⺠による
交流・研究拠点を⽬指し、体制・施設の整備を⾏う。
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2018年度「ＳＤＧｓ未来都市」選定証授与式（2018年６月15日）

安倍総理大臣から選定証を授与
（代表：横浜市）

SDGs未来都市（29自治体）と梶山大臣他との集合写真

SDGs未来都市との写真撮影
（例：小国町）

梶山地方創生担当大臣御挨拶

安倍総理大臣御挨拶 選定証
（例：横浜市）

2018年度「SDGs未来都市」選定証授与式を開催しまし
た。安倍総理大臣からの挨拶に続き、選定された29の自
治体にSDGs未来都市選定証が授与されました。各都市
において、総理他政府関係者との撮影も行いました。

また、授与式終了後、梶山地方創生大臣からの挨拶に
続き、SDGs未来都市（29自治体）と政府関係者で集合写
真を撮影しました。

ＳＤＧｓ未来都市一覧 （都道府県・市区町村コード順）

北海道 山形県飯豊町 石川県珠洲市 三重県志摩市 山口県宇部市

北海道札幌市 茨城県つくば市 石川県白山市 大阪府堺市 徳島県上勝町

北海道ニセコ町 神奈川県 長野県 奈良県十津川村 福岡県北九州市

北海道下川町 神奈川県横浜市 静岡県静岡市 岡山県岡山市 長崎県壱岐市

宮城県東松島市 神奈川県鎌倉市 静岡県浜松市 岡山県真庭市 熊本県小国町

秋田県仙北市 富山県富山市 愛知県豊田市 広島県
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17︓20〜17︓30

第1回地方創生ＳＤＧｓ国際フォーラム
地方創生に向けたＳＤＧｓの推進～「ＳＤＧｓモデル」の発信・展開～

■ プログラム

主催者挨拶 10︓00〜10︓20

「地⽅創⽣に向けたSDGsの推進」
⽥村 計⽒ 内閣府地⽅創⽣推進事務局⻑

「『 いのち輝く神奈川 』 に向けたSDGs推進」
⿊岩 祐治⽒ 神奈川県知事

基調講演 10︓20〜10︓55

総括 17︓20〜17︓30
村上 周三⽒

ステージイベント 13︓15〜14︓15

SDGｓ未来都市・環境未来都市・環境モデル都市ホールでの希望都市による取組紹介

「SDGsを原動⼒とした地⽅創⽣〜⾃治体SDGsに関する各国の取組〜」
コーディネーター 村上 周三⽒ ⼀般財団法⼈ 建築環境・省エネルギー機構 理事⻑

パネリスト ⽥辺 信宏⽒ 静岡市⻑
⽚⼭ 健也⽒ ニセコ町⻑
ステファノ・マルタ⽒ OECD 持続可能な開発⽬標(SDGs)への地域的アプローチ コーディネーター

ベルナルド・バートゥ⽒ 国際連合⼈間居住計画（国連ハビタット）アジア太平洋事務所 ⼈間居住専⾨官

セッション 1 10︓55〜12︓25

「SDGs達成に向けた『Society5.0』の地⽅への展開〜官⺠連携による社会課題の解決〜」
コーディネーター 井上 隆⽒ ⼀般社団法⼈ ⽇本経済団体連合会 常務理事

久保⽥ 后⼦⽒ 宇部市⻑

中村 道治⽒ 科学技術振興機構 顧問／国連10⼈委員会メンバー

⽥中 孝司⽒ KDDI株式会社 代表取締役会⻑

フェリペ・モルガド⽒ 国連グローバル・コンパクト シニアマネージャー

セッション 2 14︓20〜15︓50

コーディネーター 遠藤 健太郎⽒ 内閣府地⽅創⽣推進事務局 参事官
パネリスト 森 雅志⽒ 富⼭市⻑

セッション 3 15︓55〜17︓15
「SDGsの達成のために〜国内外へ発信・展開する『SDGsモデル』〜」

［⽇時］2019年2 ⽉13⽇(⽔) 1 0 : 0 0 〜 1 7 : 3 0 （ 開 場 9 : 3 0 ）

［後援］⽇本経済新聞社
［主催］内閣府、地⽅創⽣ＳＤＧｓ官⺠連携プラットフォーム
［会場］⽇経ホール 東京都千代⽥区⼤⼿町１-３-７⽇経ビル３階

⽚⼭さつき⽒

村上 周三⽒⽥村 計⽒ ⿊岩 祐治⽒ ⽥辺 信宏⽒

⽚⼭ 健也⽒ 井上 隆⽒ 久保⽥ 后⼦⽒

中村 道治⽒ ⽥中 孝司⽒ 遠藤 健太郎⽒ 森 雅志⽒

本フォーラムでは地⽅創⽣に資する「⾃治体ＳＤＧｓ/官⺠連携
/国内外発信・展開」をテーマに議論することで、⽇本における「Ｓ
ＤＧｓモデル」の強みと更なる発展に向けた取組について考察しま
す。そして、今後開催される国際会議において、⽇本の「ＳＤＧｓ
モデル」の発信に向けた提⾔を取りまとめることを⽬指し、「第１回
地⽅創⽣ＳＤＧｓ国際フォーラム」を開催致します。

※講演者・講演内容・タイムスケジュールは事前の予告なく変更となる場合がございます。あらかじめご了承ください。

⽚⼭ さつき⽒ 内閣府地⽅創⽣担当⼤⾂ ※ビデオメッセージ
北橋 健治⽒ 北九州市⻑
鈴⽊ 秀⽣⽒ 外務省地球規模課題審議官⼤使

（休憩） 12︓25〜13︓15

パネリスト

［概要］

エマ・スリ・マルティーニ⽒ PT Sarana Multi Infrastruktur (Persero) 社⻑

鈴⽊ 秀⽣⽒

北橋 健治⽒

ｽﾃﾌｧﾉ･ﾏﾙﾀ⽒ ﾍﾞﾙﾅﾙﾄﾞ･ﾊﾞｰﾄｩ⽒

ｴﾏ･ｽﾘ･ﾏﾙﾃｨｰ⽒

定員600名

バンサーン・ブンナーク⽒ 駐⽇タイ王国⼤使
パウ・ピサット⽒ カンボジア王国シェムリアップ州副知事
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2019.1.21

○地⽅創⽣に資する「⾃治体ＳＤＧｓ/官⺠連携/国内外発信・展開」をテーマに議論することで、⽇本における「ＳＤＧｓ
モデル」の強みと更なる発展に向けた取組について考察し、今後開催される国際会議において、⽇本の「ＳＤＧｓモデル」の
発信に向けた提⾔を取りまとめることを⽬指し、「第１回地⽅創⽣ＳＤＧｓ国際フォーラム」を開催しました。

第１回地方創生SDGs国際フォーラム

❏⽇程 19年2⽉13⽇(⽔)10:00-17:30 ＠⽇経ホール
❏主催 内閣府、地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム
❏参加数 約660⼈（申込数1,122⼈）

 SDGsの導⼊は⾃治体、企業など多くの組織において進展し、準備段階から実装段階に⼊りつつある。
 政府が主導する「SDGs未来都市」等の制度の下で、全国⾃治体でのSDGsに対する認知度、取組度は⼤幅に向上し、SDGsの実

践が地⽅創⽣に貢献する段階に⾄っている。
 産業分野ではSDGsの取組とSociety5.0（超スマート社会）の実現を連動させる運動が展開されている。SDGsの取組に関する官

⺠連携の動きも活発である。
 「環境未来都市」などの先導的なまちづくり⾏政の実績を持つ⽇本のSDGsの取組が、アジアを中⼼に広く海外発信され、これらの国々

における持続可能な都市開発に貢献できる協⼒体制が整えられつつある。

総
括

開催概要 ⽚⼭⼤⾂によるビデオメッセージ ⿊岩知事による基調講演

都市によるステージイベント セッション・パネルディスカッション

プログラム

○主催者挨拶
⽚⼭ さつき⽒ 内閣府地⽅創⽣担当⼤⾂ ※ビデオメッセージ
北橋 健治⽒ 北九州市⻑、鈴⽊ 秀⽣⽒ 外務省地球規模課題審議官⼤使
○基調講演
⽥村 計⽒ 内閣府地⽅創⽣推進事務局⻑、⿊岩 祐治⽒ 神奈川県知事
○セッションⅠ（村上 周三⽒ ⼀般財団法⼈ 建築環境・省エネルギー機構 理事⻑）
「SDGsを原動⼒とした地⽅創⽣〜⾃治体SDGsに関する各国の取組〜」
○ステージイベント
SDGs未来都市・環境未来都市・環境モデル都市の希望都市による取組紹介
○セッションⅡ（井上 隆⽒ ⼀般社団法⼈ ⽇本経済団体連合会 常務理事）
「SDGs達成に向けた『Society5.0』の地⽅への展開〜官⺠連携による社会課題の解決〜」
○セッションⅢ（遠藤 健太郎⽒ 内閣府地⽅創⽣推進事務局 参事官）
「SDGsの達成のために〜国内外へ発信・展開する『SDGsモデル』〜」
○総括（村上 周三⽒ ⼀般財団法⼈ 建築環境・省エネルギー機構 理事⻑）

本フォーラムを通じ以下の提⾔が取り纏められた



２０１８年７月１７日に、米国・ニューヨーク市の国連本部で開催された持続可能な開発のためのハイレベル政治フォーラ
ムの公式サイドイベントにおいて、地方創生推進事務局より岡本局次長が登壇し、ＳＤＧｓ未来都市及び自治体ＳＤＧｓモ
デル事業、地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム等について説明を行い、日本における自治体ＳＤＧｓに関する取組
内容や支援策等を国際的に発信し、関係者との意見交換を行った。

ＳＤＧｓ未来都市の国際的な発信について

【持続可能な開発のためのハイレベル政治フォーラム（HLPF）公式サイドイベント】

●サイドイベントタイトル：「持続可能な都市の実現に向けたアジア太平洋地域のイニシアティブ」
日時：２０１８年７月１７日（火） １８：３０～２０：００
場所：国連本部（米国・ニューヨーク市）
主催・共催：日本国（環境省、内閣府）、国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）、

国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）、地球環境戦略研究機関（IGES）、
慶応大学湘南藤沢キャンパス

登壇者：高橋康夫 環境省地球環境審議官、岡本直之 内閣府地方創生推進事務局次長、北橋健治 北九州市長、
竹本和彦 国連大学サステイナビリティ高等研究所所長、ラファエル・タッツ国連人間居住計画（ＵＮ－
ＨＡＢＩＴＡＴ）企画部門ディレクター、蟹江憲史 国連大学サステイナビリティ高等研究所シニアリサーチ
フェロー／慶応大学教授、カティンカ・ウェインバーガー 国連アジア太平洋経済社会委員会チーフ、
ベルナディア･イラワティ・チャンドラデウィ 都市・自治体連合アジア太平洋地域支部（ＵＣＬＧ-ＡＳＰＡＣ）
事務局長、藤野純一 地球環境戦略研究機関 上席研究員／都市タスクフォース プログラムディレクター

サイドイベントの様子 登壇者で記念撮影 45
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内閣府による基調講演

参加者による集合写真

2019.1.21

○ASEAN地域の持続可能な都市の達成に向けた、各都市取組促進を⽬的に開催
○⽇本の地⽅創⽣SDGsモデルについて内閣府より基調講演を実施
○また、「環境未来都市」「環境モデル都市」「SDGs未来都市」に選定されている⾃治体も参加

東アジアサミット 第10回「持続可能な都市ハイレベルセミナー」＠インドネシア

❏⽇程 19年1⽉21⽇(⽉)－22⽇(⽕)
❏場所 インドネシア国バリ州
❏主催 インドネシア共和国環境林業省、⽇本国環境省、

ASEAN事務局、AWGESC(持続可能な都市
ASEANワーキンググループ)

❏参加国 10カ国
（カンボジア、中国 、インドネシア、フィリピン、マレーシア、

シンガポール、ベトナム、タイ、ラオス）＋⽇本
❏参加数 240名（17年度実績︓250名）
❏参加者
・⽇本国︓内閣府地⽅創⽣推進事務局、環境省
・インドネシア国︓環境林業省総局⻑、海洋調整府、

各州知事、各市⻑級
・その他︓AWGESC議⻑、UNESCAP、ERIA等

開催概要

【参加自治体】

宮城県東松島市、神奈川県横浜市、神奈川県川崎市、
静岡県静岡市、富山県富山市、長野県、岡山県真庭市、

福岡県北九州市、熊本県小国町
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○ SDGs未来都市及び⾃治体SDGsモデル事業の両⽅に選定された神奈川県は、
同時に選定された横浜市、鎌倉市と連携し、さらにSDGs未来都市とも協働し
て「『⾃治体主導のSDGsの取組』を全国に発信する」ことを⽬的に開催。

○ SDGs先進⾃治体が⼀体となって、このフォーラムを通じて、オールジャ
パンでSDGsに取り組む機運を盛り上げていく。

○ 本フォーラムは地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォームの分科会活動の
⼀環として開催し開催地は巡回していく。

⽬

的

１ ⽇時
平成31年１⽉30⽇（⽔）
10時00分〜17時30分

２ 場所
パシフィコ横浜 会議センター503

３ 主催等
主催︓神奈川県
共催︓横浜市、鎌倉市
後援︓内閣府、地⽅創⽣SDGs官⺠

連携プラットフォームほか
（調整中）

４ 参加者
SDGsに取り組む全国の⾃治体、企
業、ＮＰＯ、⼤学（定員500名）

５ プログラム
主催者あいさつ
来賓あいさつ
第⼀部 「SDGs⽇本モデル」宣⾔採択
第⼆部 ⾃治体発のSDGsの取組

（国、SDGs未来都市）
第三部 ⽇本から世界を変⾰する“⺠”

の⼒（⺠間企業、団体）
第四部 次世代を担う若者たちの

SDGs（⼤学、⾼校）
問合せ先 神奈川県政策局総合政策課連携推進

グループ 045（285）0908

「SDGs全国フォーラム2019」（神奈川県主催） 2019年1月30日（水）



2019.1.21

○神奈川県主催により「『⾃治体の役割を明確にしたSDGsへの取組』を全国に発信する」ことを⽬的に
「SDGs全国フォーラム2019」を開催

○「SDGs⽇本モデル」宣⾔に賛同する⾃治体からの署名を⾏い、⽚⼭⼤⾂が署名式に⽴会⼈として参加
○その後のセッションでは、内閣府より地⽅創⽣SDGsの取組内容の紹介を⾏った

「SDGs全国フォーラム2019」（神奈川県主催） 2019年1月30日（水）

黒岩知事挨拶

片山大臣挨拶

署名後撮影

内閣府基調講演



平成３１年１月２５日開講

https://chihousousei-college.jp/e-learning/basic/introduction/157.html

（参考）地方創生カレッジ（eラーニング講座）「SDGsを地方公共団体が推進する意義と実践」
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講座制作者 ：事業構想大学院大学

地方創生カレッジのeラーニングは、インターネット

に接続できる環境にあれば、パソコンだけでなくタ

ブレットやスマートフォンでも学習が可能。

〇SDGsを活用し地方創生を推進するには、経済・社会・環境を取り巻く広範な課題に対し、広く様々な
ステークホルダーと連携をした施策が求められます。そのためには、まずは自治体がSDGsを理解し、
2030年に自分たちの地域はどうあるべきか、住民の方の意見も取り入れながら、合意形成をしなくて
はなりません。

〇すでに内閣府が、「SDGs未来都市」と、その中でもより先導的な取組として「自治体SDGsモデル事業」
を選定しています。この先進自治体の事例も踏まえながら、全国の自治体でSDGsの取り組みを推進
していくための方法を理解することを目指します。

〇このコース（講座）は、これからSDGs施策に取り組んでいきたいと考える自治体職員を主な対象と想
定しています。

目次
第1週／ユニット1 SDGsを地方公共団体が推進する意義
第2週／ユニット2 先進自治体の取り組みの解説
第3週／ユニット3 SDGs制度・政策の作り方とポイント
第4週／ユニット4 SDGsと地域のパートナーシップ

講師

有馬 利男 （グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン 代表理事）
遠藤 健太郎（内閣府地方創生推進事務局参事官）
馬奈木 俊介（九州大学主幹教授、工学研究院都市システム

工学講座教授、都市研究センター長）
黒田 かをり （一般財団法人CSOネットワーク 事務局長・理事）
佐藤 真久 （東京都市大学大学院環境情報学研究科教授、

国連大学サステイナビリティ高等研究所客員教授）



内閣府では、我が国におけるSDGs の国内実施の促進及びそれに資する「環境未来都市」構想を推進し、より一層の地
方創生につなげることを目的に、地方自治体・地域経済に新たな付加価値を生み出す企業・専門性をもったNGO・NPO・
大学・研究機関など、広範なステークホルダー間とのパートナーシップを深める官民連携の場として、平成30年８月31日
に地方創生SDGs官民連携プラットフォームを設置した。

○会員数：645団体（平成31年3月末日時点） ※内訳は以下のとおり
一号会員（都道府県及び市区町村）：254団体 二号会員（関係府省庁）：12団体 三号会員（民間団体等）：379団体

○役員
会 長：北橋 健治 北九州市長
副会長：三宅 占二 一般社団法人日本経済団体連合会 企業行動・ＣＳＲ委員長
幹 事：村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 理事長
幹 事：蟹江 憲史 慶應義塾大学SFC研究所xSDG・ラボ 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 教授

会員提案による分科会設置
課題解決に向けたプロジェクトの
創出等

2. 分科会開催

国際フォーラムの開催、展⽰会への出
展、ＨＰやメーリングリストでの情報発
信、プラットフォーム後援名義発出等

3. 普及促進活動
研究会での情報交換、
課題解決コミュニティの形成

1. マッチング⽀援

民間
団体等

自治体

イノベーション
加速

パートナーシップ
促進

共通言語

官⺠連携による先駆的取組
（プロジェクト）の創出

SDGsの達成と持続可能なまちづくり
（経済・社会・環境）による地⽅創⽣の実現

地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォームについて
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官⺠連携による先駆的
取組(プロジェクト)の創出

SDGsの達成と持続可能なまちづくり
(経済・社会・環境)による地⽅創⽣の

実現



51

地方創生SDGs官民連携プラットフォームの趣旨

２０１５年９月に国連で採択された「持続可能な開発のための目標（ＳＤＧｓ）」において、
先進国、開発途上国を問わず、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、世界全体の
経済、社会及び環境の三側面における持続可能な開発を統合的取組として推進すること
が示されました。

ＳＤＧｓが示す多様な目標の追求は、地方自治体における諸課題の解決に貢献し、地方
の持続可能な開発、すなわち「国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活
を安心して営める地域社会を形成すること」を目標とする、地方創生に資するものと考え
ます。

我が国におけるＳＤＧｓの国内実施を促進するためには、地方自治体及び地域経済に
新たな付加価値を生み出す企業、専門性をもったＮＧＯ・ＮＰＯ、大学・研究機関等、広範
なステークホルダーとのパートナーシップの深化、とりわけ官民連携が必要不可欠です。

また、「環境未来都市」構想は、環境や超高齢化対応等の課題解決に向け、早くから経
済、社会及び環境の三側面における新たな価値創出によるまちづくりを推進しており、Ｓ
ＤＧｓの理念と軌を一にするものであり、ＳＤＧｓの取組の先行例といえます。

こうした認識のもと、私たちは、国内外の広範なステークホルダーの積極的な参画と連
携により、ＳＤＧｓの達成に向けた取組と、それに資する「環境未来都市」構想のさらなる
推進を通じて、より一層の地方創生につなげることを目的に「地方創生ＳＤＧｓ官民連携
プラットフォーム」を発足することとしました。

我が国全体における持続可能な経済社会づくりの推進を図り、その優れた取組を世界
に発信していくことを期待します。

皆様のご賛同・ご参画をお願い申し上げます。
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 将来像を実現するための課題と、それを解決するノウハウや知見の共有が進むよう、プラット
フォームが情報共有の基盤となり、官民（官同士、民同士の場合もあり）の情報共有を促進。

マッチング支援

＜地方自治体＞
• 都道府県、市町村等
• 環境モデル都市
• 環境未来都市
• ＳＤＧｓ未来都市

＜民間団体等＞
• 地域中小企業、大企業
• 大学、研究機関
• NPO/NGO 等

課題提示 ｿﾘｭｰｼｮﾝ提案

情報交換
連携促進

マッチング支援先進事例情報

＜事務局＞
・内閣府
・運営事務局

地方創生SDGs官民連携プラットフォーム（マッチング支援）
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将来像からバックキャストのテーマ例 課題解決に向けた共通の課題のテーマ例

・・・・・

人生100年時代に長く活
躍するためには？

健康長寿

誰もが質の高い教育を受
けるためには？

教育

全国どこででも高い生産
性を発揮するためには？

働き方

誰もが等しく職を得る社
会を築くためには？

機会平等

地域の資源を生かして経
済を潤すためには？

地産

多様な主体の水平的連携により、新たな価値創出
及びコンソーシアムの形成

地域資源
活用

地域課題
×技術

金融（地域
金融）

人材
育成

プラット
フォーム

普及・
学習

企業のビジネスを通じて、地域課題を解決
する官民の共創事業モデルを創出
―食・農、森林、海洋資源 等

地域課題を民間企業等の技術・ノウハウ
で解決するモデルを創出
―Society5.0 、AI・IoTの活用 等

地域課題を解決する事業に対するファイ
ナンス支援のモデルを創出
―ソーシャルインパクトボンド・ファンド・ESG等

課題解決に貢献する地域のアントレプレ
ナーシップを育成するモデルの創出
―ローカルベンチャー 等

課題と解決策をマッチング（イノベーショ
ン）するパートナーシップモデルの創出
―フューチャーセンター、リビングラボ等

多くの人がＳＤＧｓを理解し、達成に向けた
行動を起こす普及・学習モデルの創出
―シンポジウム、コミュニケーションツール等

・・・・・

官民連携で課題解決を図るプロジェクト創出

 会員からのテーマ提案にもとづき分科会を設置。異分野連携による新たな価値の創出や、共通
する課題に対する官民連携を促進、地方創生に資するプロジェクトを創出。

地方創生SDGs官民連携プラットフォーム（分科会開催）
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 各種シンポジウム・セミナー・展示会等の機会を活用した普及促進。

 会員が開催するシンポジウムやセミナーに対する、本プラットフォームの後援名義の発出や有識者、
内閣府職員の派遣による普及促進。

 ホームページ等による優良事例や関連施策の情報発信。 等

地方創生ＳＤＧｓ官民連携
プラットフォームブース

ステージイベント

展示会等への出展を通じて、ＳＤＧｓ及
び環境未来都市・環境モデル都市の先
進的な事例や幅広い活動について紹介
しました。

エコプロ2018
ＳＤＧｓ時代の環境と社会、そして未来へ
（平成30年12月）

展示会での取組の普及・展開国際フォーラムでの取組の普及・展開

国内外の各都市や有識者に登壇いただき、
世界共通の課題である環境問題・超高齢
化の課題解決に向けて議論する国際会議
を開催。

「環境未来都市」構想推進国際フォーラム
（平成29年10月）

テーマ：「地方創生に向けたＳＤＧｓの取組～環境未来都市の５
年間の取組総括と国際化も視野に含めた今後の展開～」

会場全体 パネルディスカッション

地方創生SDGs官民連携プラットフォーム（普及促進活動）
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分科会①
総 会

幹事会
（会長・副会長・幹事）

会 員

都道府県・市区町村（１号）、関係省庁（２号）、民間団体等（３号）

全会員で構成（充足数：総会出席者の過半数）
役員選出／運営方針・活動計画／規約制定・改廃／
その他重要事項を決定

運営方針・活動計画の策定／分科会設置への助言／
その他重要事項の協議

助言

分科会参加

※ほか、講師派遣・後援名義使用

分科会提案

分科会②

分科会③

・
・
・
・
・

地方創生SDGs官民連携プラットフォームの体制



時間 プログラム

13:30

設⽴総会
 開会 ︓⽥村 計

内閣府地⽅創⽣推進事務局⻑
 役員選出 ︓事務局
 設⽴趣意書 ︓会⻑
 活動内容説明・今年度の活動内容 ︓事務局
 挨拶 : 梶⼭弘志 内閣府地⽅創⽣担当⼤⾂

14:15

キ
⑁
ク
オ
フ
イ
ベ
ン
ト

基調講演
テーマ︓「ＳＤＧｓ未来都市と官⺠連携プラットフォーム」
村上 周三 ⽒︓⼀般財団法⼈建築環境・省エネルギー機構理事⻑、

内閣府 ⾃治体SDGs推進評価・調査検討会 座⻑

14:30

パネルディスカッション
テーマ︓「本プラットフォームを通じた

官⺠連携プロジェクトの形成・展開に向けて」
コーディネーター︓森⼭ 茂樹 内閣府地⽅創⽣推進事務局次⻑
事務局 ︓遠藤 健太郎 内閣府地⽅創⽣推進事務局参事官
パネリスト ︓北橋 健治 北九州市⻑

井上 隆 ⼀般社団法⼈⽇本経済団体連合会 常務理事
蟹江 憲史 慶應義塾⼤学⼤学院政策・メディア研究科教授

15:30 休憩

15:45
｜

17:15

マッチング研究会
⾃治体のSDGsに関連する取組や本プラットフォームの
分科会活動紹介・意⾒交換

⾃治体の取組紹介︓２⾃治体
分科会提案 ︓１０分科会

17:30
｜

19:00
懇親会

参加者 団体

総数 357名 237

1号会員 114名 79

2号会員 9名 8

3号会員 234名 150

地⽅創⽣ＳＤＧｓ官⺠連携プラットフォーム設⽴総会報告
■開催⽇時︓2018年8⽉31⽇（⾦）13 ︓30 〜19 ︓00

開催プログラム

記念撮影

設⽴趣意書説明

参加者数・参加団体数
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設⽴総会・キックオフイベント（基調講演・パネルディスカッション）

会 ⻑︓北橋 健治 北九州市⻑
副会⻑︓三宅 占⼆ ⼀般社団法⼈⽇本経済団体連合会

企業⾏動・ＣＳＲ委員⻑
幹 事︓村上 周三 ⼀般財団法⼈建築環境・省エネルギー機構 理事⻑
幹 事︓蟹江 憲史 慶應義塾⼤学SFC研究所xSDG・ラボ

慶應義塾⼤学⼤学院政策・メディア研究科 教授

 設⽴総会では、会⻑、副会⻑、2名の幹事の就任が承認

 基調講演・パネルディスカッションの開催

基調講演の様⼦

パネルディスカッションの様⼦

■基調講演テーマ︓ SDGs未来都市と官⺠連携プラットフォーム

役員選任の様⼦

■パネルディスカッションテーマ︓
本プラットフォームを通じた官⺠連携プロジェクトの形成・展開に向けて

 SDGsの取組において官⺠連携は必須。多様なステークホルダーによるネットワーク型の⽔平
的関係が鍵であり、地域社会において⾃律的好循環の構築が望まれる。

 全国の⾃治体レベルでも、各種のプラットフォームが設⽴されることが期待したい。
 本プラットフォームには①SDGs達成の取組の蓄積②パートナーシップ促進③広報（普及・情

報交流）④研究開発の4つの機能を持ちながら、会員相互の闊達な議論によりオープンイノ
ベーションが進むことを期待したい。

 街が将来を託す事業や市⺠をあげて取り組もうとするプロジェクトにおいては、多くの企業・団体の協⼒
が不可⽋。各々がノウハウを持ち合い、連携していくことが⼤きな⼒を⽣む。

 Society5.0社会の実現を⽬指し取り組んでいる。この概念こそ⾃律分散協調という世界を指し⽰し
たものである。これは、とても細かい情報がきめ細かくネットワークされていくことで実現する。本プラット
フォームも情報をネットワークすることで、⾃律的に協調していくプラットフォームとなることを期待したい。

 本プラットフォームはマッチングとノウハウ共有が鍵となろう。出会いの場としての機能を果たし、それを契
機に、各団体内であったり、経済界や地域、学術界で組成されつつある別のプラットフォームでより深
堀されていくことが必要だ。
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キックオフイベント（マッチング研究会）

 設⽴予定の10の分科会提案者による
プレゼンテーションと2⾃治体による
SDGsの取組紹介が⾏われた。

説明の様⼦

マッチング研究会の様⼦
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提案者名 テーマ SDGs 17ゴール
01 こもれびシティプロジェクト 都市温暖化対策と「住むだけでQOLが⾼まるような都市づくり」の実

現に向けた産官学連携調査・検証

02 NPO法⼈ユニグラウンド 資源360°

03 (株)モノファクトリー モノのトレーサビリティと、循環を前提とした社会基盤(プラットフォーム)
の構築

04 バリュードライバーズ株式会社 ⾷料廃棄の半減を⽬標として多様なアプローチを⾒出す。

05 PwCコンサルティング合同会社 先導的デジタル技術・まちづくり開発⼿法による地域創⽣分科会

06 国際航業株式会社、
ESRIジャパン株式会社 ⽇本版SDGsの指標ならびにGISを活⽤した可視化検討

07 株式会社ビジネスコンサルタント SDGs学習におけるツール開発と学びのコミュニティづくり

08 凸版印刷株式会社 ⾃治体SDGs推進におけるニーズの可視化、情報発信の在り⽅につ
いて

09 株式会社博報堂九州⽀社 SDGsの九州における社会実装化を「デザイン開発」によって⽬指す

10 モバイルソリューション株式会社 地⽅創⽣の為の地域エネルギービジネスの創出

11 神奈川県 SDGs社会的投資促進分科会

12 ⻄武信⽤⾦庫 SDGs普及促進のための地域⾦融機関の役割を考え具体な取組
みの発展と創出を⽬指す

13 内閣府 企業版ふるさと納税を活⽤したSDGsの推進について

14 経営標準化機構株式会社 国⺠的SDGsを実現すべく中⼩企業SDGs経営の浸透

15 経営標準化機構株式会社 「⽇本型⾦融排除」の存在しない社会へ
〜「事業性評価」を中⼼とした環境整備〜

16 国⽴研究開発法⼈
科学技術振興機構（JST)

地域産学官社会連携
（STI＊Localization  for  the  SDGs） 59
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都市温暖化対策と「住むだけでQOLが⾼まるような都市づくり」の実現に向けた
産官学連携調査・検証

分科会提案者︓株式会社ロスフィー、⼀般社団法⼈こもれびシティプロジェクト

分科会の
⽬的

都市や⼈が集まる場所における暑熱の諸課題の解決と、地域経済の活性化・⼈々の⽣活の充⾜といったことを同時に
叶えられるような「都市・街の持続可能な維持発展モデル」を仮説⽴て、実際に課題を抱える⾃治体や地域と協働で
実践し、成果を検証することを第⼀の⽬的と据えます。

解決したい
課題

都市温暖化や暑熱による環境負荷、経済活動の鈍化、⼈々のQOLの低下に対する具体的かつ検証可能な対策⽅
法の例を⽰すことで、【環境・産業・⼈の暮らし】を保ちながら多様性のある持続可能な街づくりの推進を後押しし、国内
外の課題地域の問題を解決したいと考えます。

分科会での活動内容 及び
期待される成果

活動①︓実施済みの事例を元に、分科会参加者のアイデ
ア等を組み合わせて「都市・街の持続可能な維持発展モデ
ル」の仮説⽴てと、重視すべき指標の洗い出し
（年度内３〜４回予定）
活動②︓有志の⾃治体または地域との仮説を実践
（〜来秋までに１〜２回予定）
活動③︓②で得られた知⾒やデータをもとに仮説の検証を
⾏ない、「都市・街の持続可能な維持発展モデル」素案を
まとめる。その際、学識者等によるレビューも加える予定
（年度内１〜２回予定）

成果
• 「都市・街の持続可能な維持発展モデル ver.1」の報

告書作成・公開
• 成果報告会＋アンカンファレンスの実施

関連する
ゴール

【分科会参加者】
企業・⾃治体、
地域のステークホル
ダーなど

意⾒・アイデアで
モデルの仮説⽴て

成果検証と得られた知
⾒からモデル策定

実証
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資源360°
分科会提案者︓NPO法⼈ユニグラウンド

活動概要、成果イメージ等を
わかりやすく理解できる
図等を挿入してください

分科会の
⽬的 持続可能なまちづくりの実現 資源の有効活⽤を考える

解決したい
課題

・今あるボランティアシステム（住⺠⼒）の⾒直しと更なる活⽤⽅法。
・遊閑地、空き家などの有効活⽤。廃施設、廃校などの活⽤再検討。

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓調査 有効資源の活⽤について、現状及び
抱えている課題を調査する（年度内最低１回予定 活動
①~⑦も同じ）
活動②︓検討 資源を有効に活かすアイディアを検討
活動③︓検討 資⾦や財源の問題の解決策を検討
活動④︓選定協議 モデルエリア選定について協議
活動⑤⑥︓企画協議 モデルエリアを作るための企
画協議
活動⑦︓⽴案 モデルエリアに向けた企画⽴案

成果
財源に負担をかけない

持続可能なモデルエリアの実現

関連するゴール

空き家

遊閑地

調査→アイディア、財源の検討→モデルエリ
ア選定→企画協議→モデルエリア企画立案

規
制

持続可能なモデルエリアの実現に向けて

モデルエリア
企画立案
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モノのトレーサビリティと、循環を前提とした社会基盤(プラットフォーム)の構築
分科会提案者︓(株)モノファクトリー

分科会の
⽬的

捨てる情報と、⼆次、三次利⽤に必要な情報を、⽣産、流通時点で共有し、
サスティナブルな素材利⽤の社会基盤の構築を⽬指す

解決したい
課題

• 循環を前提としたビジネスモデルの必要性、有効性の整理
• 回収を前提とした商品開発、物流の整備
• リユース、リサイクル以外の資源有効利⽤の可能性
• 捨てる情報の整理、共有
• ⼆次利⽤、三次利⽤時に必要な情報の整理、共有

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓各企業の思惑と課題の共有
（年度内4回予定）
活動②︓モノのトレーサビリティを体験できる
ワークショップ、“マテリアルかるた”
（年度内1回予定）
活動③︓リサイクル率99％を誇る株式会社
ナカダイの⼯場⾒学
（年度内1回予定）

成果
サスティナブルな事業活動や循環を前提とした商品・
サービス・ビジネスモデル等の提案・構築・啓発

関連するゴール
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⾷料廃棄の半減を⽬標として多様なアプローチを⾒出す。
分科会提案者︓バリュードライバーズ株式会社

分科会の
⽬的

⾷料廃棄の半減を⽬標として多様なアプローチを⾒出す。
（SDGs12.3の達成）

解決したい
課題

・⾷品の製造、流通、消費、そして⾏政が抱える課題
・それぞれが抱える課題についての解決策の検討
・⾷品ロスについての世間の認知を⾼める⽅法

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓分科会参加者による課題検討会
議（年度内２〜４回予定）
活動②︓ゲストスピーカーを招いての勉強会
（年度内1回予定）
活動③︓⾷品ロス削減の認知度向上のため
のイベント実施
（年度内１回予定）

成果

・検討内容報告書
・イベントの実施
・イベントアンケート結果

関連するゴール

活動概要

生産者 製造 流通 消費者 行政

現行の課題感、解決策の模索

分科会参加者が事業において施策実施

施策のうちの１つ
食品ロスの認知度向上のためのイベント実施
（どのようなイベントにするか等検討→実施）
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先導的デジタル技術・まちづくり開発⼿法による地域創⽣分科会
分科会提案者︓PwCコンサルティング合同会社

分科会の
⽬的

エネルギー⾃由化による産業構造変⾰期において、先導的デジタル技術を活
⽤した官⺠連携型スマートシティ開発のモデルや実現アプローチを⾒出す

解決したい
課題

・過疎・少⼦⾼齢化による公共サービスの採算悪化・⼈⼿不⾜・ノウハウ消失
・デジタル社会におけるニーズの変化、まちのインフラ事業の採算性悪化

分科会での活動内容 及び 期待される成果
年度内に2回の分科会開催
活動①︓ゲストスピーカーによる基調講演と
PwC専⾨コンサルタントによる先導的デジタル
技術・まちづくり開発⼿法による地域創⽣の
先導事例の紹介・解説
活動②︓分科会メンバーによるグループディス
カッション（PwCがコーディネート）にて未来の
デジタル活⽤した社会の在り⽅を議論

成果
・分科会報告書
・グループディスカッション結果の要旨
・デジタルを活⽤したまちづくりイメージ案

関連するゴール

官⺠連携による地域創⽣の未来を検討
⽬指す未来のまちづくり・地域創⽣における、デジタル技
術の活⽤法や官⺠連携の在り⽅（⼿法）を議論

⾃治体 ⺠間
• ⺠間のノウハウ・

先進技術
• 効率的経営⼿

法・採算改善
• 継続改善の視点

（ゴーイングコンサーン）

• 解決したい課題
• ⾃治体が⽬指す

未来のまちづくり
• ⾃治体の持つ信

⽤・補助⾦活⽤
• ⻑期的投資

未
来
の
ま
ち
づ
く
り

サステナブルなまちづくりの在り⽅のモデルを検討
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⽇本版SDGsの指標ならびにGISを活⽤した可視化検討
分科会提案者︓国際航業株式会社、ESRIジャパン株式会社

分科会の
⽬的

⾃治体のSDGsの取組や現状、進捗評価をわかりやすく可視化・共有するプ
ラットフォームのあり⽅を検討する

解決したい
課題

・具体的な指標のあり⽅を検討すると同時に、その現状、進捗、⽬標を住⺠、
職員、⾃治体間で共有するためのわかりやすい可視化⼿法の検討

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓既往研究ならびに指標の精査・指
標作成に資する統計データの整理
（年度内１〜２回予定）
活動②︓モデル都市における具体的な指標
の標準化検討に関する意⾒交換
（年度内１〜２回予定）
活動③︓政策進捗と指標モデルの整合性を
検証し、GISによる可視化・表現⽅法の検討
（年度内１〜２回予定）

成果
・SDGs可視化プラットフォームのイメージ案
・検討報告書作成及び成果報告会の開催

関連するゴール

指標の可視化までのステップ

③GIS による可視化

利⽤可能な独⾃で集計してい
るデータやオープンデータを
把握します

①利⽤可能なデータの把握 ②指標の検討

政策に応じて、可視化する
SDGs の指標を検討します

？

マップに可視化し、進捗状況の確認や市⺠への公開を⾏います
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SDGs学習におけるツール開発と学びのコミュニティづくり
分科会提案者︓株式会社ビジネスコンサルタント

分科会の
⽬的

SDGsをあらゆる⼈が学習し、⾃分事にすることで、⽇常⽣活からビジネス、
社会にまで変化を起こしていくことを⽬的としたツールやコミュニティ創出の検討

解決したい
課題

・多くの⼈がSDGsに興味を持ってもらうには何が必要か︖
・SDGsを浸透するための課題と、それに必要な要素は何か︖
・持続的にお互いに学びあうためのコミュニティをどのように創出するか︖
・トップダウンとボトムアップの取組みをどのように融合するか︖

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓課題意識調査
（年度内１回予定）
活動②︓テーマごとのディスカッション
（年度内４回予定）
活動③︓SDGsをテーマに取り組みを進める
組織、学習⽀援をしている組織より取り組み
内容や課題意識の情報提供
（年度内２回予定）

成果
・SDGs学習シナリオのイメージ案
・検討報告書作成及び成果報告会の開催

関連するゴール

①課題意識の調査
ニーズの把握

②テーマごとの
ディスカッション
－ツールの収集・開発

など
③実践組織による

事例や課題の共有
－視察や勉強会の実施

など

課題テーマ
の分類

SDGs学習
シナリオイメージ案
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⾃治体SDGs推進におけるニーズの可視化、情報発信の在り⽅について
分科会提案者︓凸版印刷株式会社

分科会の
⽬的

⾃治体のSDGs推進において、⾃治体内、外部ステークホルダーに対し、どのよ
うな点に留意したうえで情報発信を⾏っていくべきか、その在り⽅を⾒出していく。

解決したい
課題

• SDGsの推進に際しては、⾃治体内の職員や外部のステークホルダーに対し適切に情報を発信することが
求められるが、周囲を巻き込み彼らがアクションを起こしやすい情報提供ができているのだろうか。

• SDGs計画策定のポイント整理をはじめ、⾃治体職員への浸透を図るための情報発信、共創活動の推
進のためステークホルダーに対し、どのようにビジョンやニーズを可視化し、情報発信をしていくべきなのか、コ
ミュニケーションの観点からSDGs推進に必要な情報発信のあるべき姿を⾒出す。

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓
第１回セミナー＆ワークショップ（12⽉初旬予定）
SDGs計画策定における取り組み整理のポイント、ならびに
⾃治体職員への浸透を促進するコミュニケーションの在り⽅
について
活動②︓
第２回セミナー＆ワークショップ（2⽉初旬予定）
ステークホルダー（地域や企業の担い⼿）との共創を実現
するためのニーズの可視化、情報発信の在り⽅について

成果

・セミナー資料の共有（フレームワークほか）
・ワークショップに関する最終報告書
（実例、意⾒、ファインディングスなど）

関連するゴール

＜取り扱いテーマ＞
１．計画策定における取り組み整理のポイント
２．⾃治体職員への取り組み浸透を促進するための

情報発信の在り⽅とは
３．共創を⾏うステークホルダー（企業や地域の担い⼿）

に対するニーズの可視化、情報発信の在り⽅とは

＜ゲストスピーカー候補＞※調整中
・⿊⽥かをり⽒
（⼀般財団法⼈CSOネットワーク 事務局⻑・理事）

・SDGsを推進する⾃治体様（検討中）
・SDGsや社会課題解決事業を⽀援する⺠間企業
（検討中）
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SDGsの九州における社会実装化を「デザイン開発」によって⽬指す
分科会提案者︓株式会社博報堂九州⽀社

分科会の
⽬的

オープンイノベーションが活性化し、モノ・ヒト・カネ・情報の国際的な交流も活発な九州、
福岡において、SDGsの考え⽅を「デザイン⼒」によって具現化することで、持続可能な社
会や経済の在り⽅を探索する

解決したい
課題

・SDGsデザイン開発（商品、サービス、場、店舗、社会システム、広告、動画、その他⽬に⾒えるコン
テンツ開発）

・⼤学、企業、メディア、⾃治体等による連携モデル開発

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①
︓「SDGsデザインフォーラムin九州」への参加

・九州⼤学、⻄⽇本新聞社、博報堂九州⽀社の共催
・2018年10⽉15⽇実施

活動②
︓会員組織（九州SDGsデザインネットワーク）への参加
と運営サポート（年度内３回WS、勉強会実施予定）

活動③
︓会員の協業によるSDGsデザイン開発、デザイン開発サ
ポート 成果

①「SDGsデザインフォーラムin九州」の実施
②「九州SDGsデザインネットワーク」の構築、運営
③会員の協業によるSDGsデザイン開発
①〜③の活動に関する報告書の作成と共有

関連するゴール

指標の可視化までのステップ

①SDGsデザイン
フォーラムin九州

②会員組織（九SDGs
デザインネットワーク

③会員協業によるSDGs
デザイン開発

68



地⽅創⽣の為の地域エネルギービジネスの創出
分科会提案者︓モバイルソリューション株式会社

分科会の
⽬的 地域エネルギービジネスの創出とエネルギーコストの低減

解決したい
課題

・安⼼・安全な再⽣可能エネルギー(太陽光発電)の実現
・EV(電気⾃動⾞)の活⽤
・アグリゲータビジネスによるエネルギーコストの低減

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓定例会 : 勉強会及びセミナー、

主に東京で開催
（年度内4〜5回予定）

活動②︓⾒学会 : 現地⾒学と懇親会、
岡⼭県吉備中央町視察(希望者)

（年度内1回予定）
活動③︓報告書のまとめ(作成)

東京で実施
（年度内1回予定）

成果
・技術検討報告書(共通プラットフォームの提言)
・事業提案書(計画書)・実施計画書(案)

関連するゴール

GOAL

2030年

地域エネルギービジネスの創出
(持続可能な地方創生を支援)

蓄電池による電力調整

自家消費型 太陽光発電
(安全性・効率性の高い設備の導入)

(

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
補
助
金)

導
入
支
援
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SDGs社会的投資促進分科会
分科会提案者︓神奈川県

分科会の
⽬的

SDGs推進に向けて、企業、⾏政、アカデミア、市⺠社会の連携を図り、社会
的投資を呼び込むモデル構築を⽬指す。

解決したい
課題

・SDGsの取組を加速化するには、⺠間による取組が重要かつ不可⽋であるが、 本格
的なビジネスとして持続的に展開するためのしくみづくりが課題となっている。

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓SDGs全国フォーラム2019開催
（平成31年1⽉30⽇(⽔)）
地域主導での⽇本のSDGs課題解決モデ

ルの発信を⽬的とした全国フォーラムを開催す
る。
活動②︓社会的投資に関するセミナー開催
と異業種間交流
（年度内4回予定）

成果
・全国フォーラムにおける、⾃治体による地域
のSDGs課題解決モデルの発信
・地域のステークホルダー連携による、社会
的投資を呼び込むモデル構築

関連するゴール

⽇本型SDGsローカライゼーションの発信
と実践

世界に⽰す⽇本型モデルを発信︕

地
域
で
連
携
し
課
題
解
決
︕
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SDGs普及促進のための地域⾦融機関の役割を考え具体な取組みの発展と創出を⽬指す
分科会提案者︓⻄武信⽤⾦庫

分科会の
⽬的

SDGs普及促進のための地域⾦融機関の役割を考え、整理し、地域⾦融機
関の本業を通じた具体的な⽀援策、取組み、プロジェクト等の発展と創出を
⽬指す。

解決したい
課題

・地域⾦融機関とその取引先等へのSDGsの普及促進や取組みについて
・普及促進のための地域⾦融機関の役割や課題について整理し、具体的な
⽀援策や取組みについての検討や再考を⾏う。 など。

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓定例会の実施（⽉１回予定）
主に参加メンバー間での意⾒・情報交換等

活動②︓外部勉強会（年２回予定）
外部の知⾒者等を講師とした勉強会やス
テークホルダーとの意⾒交換等を⾏う

成果

・既に取組んでいる施策の発展（深化）
・新たな具体的な⽀援策、取組み等の創出
・SDGsの普及促進

関連するゴール

SDGs普及促進・多様な地域課題

分科会

地域⾦融機関の役割を考え整理し、
・普及促進や課題の明確化と対策検討
・既に取組んでいる施策の共有と
発展（深化）

・新たな具体的⽀援策等の創出

『持続的に成⻑可能な街づくり ＝ 地⽅創⽣・地域活性』へ寄与

地域⾦融機関の本業を通じた具体な取組みの発展・創出

知⾒者やステーク
ホルダーとの情報交
換（助⾔や相互理
解等）
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企業版ふるさと納税を活⽤したSDGsの推進について
分科会提案者︓内閣府

分科会の
⽬的

地⽅公共団体が実施するSDGs関連事業において企業版ふるさと納税を活⽤し、
企業と地⽅公共団体がwin-winの関係を構築するために必要な取組について
検討する

解決した
い課題

・SDGs関連事業に取り組む企業が企業版ふるさと納税を活⽤するメリットの周知
・SDGs関連事業を通じた地⽅公共団体と企業とのマッチングの⽅策

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓基調講演
企業版ふるさと納税による寄附を⾏っている企
業がSDGs関連事業を進めるうえで効果が
あった事例について講演を⾏う

活動②︓意⾒交換
企業版ふるさと納税を活⽤しSDGs関連事業
を推進するための意⾒交換を⾏う

成果

・地⽅創⽣の⼀層の推進
・地⽅公共団体と企業との新たなパートナー
シップの構築

関連するゴール

企業

企業版ふるさと
納税による寄附

・地⽅創⽣の⼀層の推進
・新たなパートナーシップの構築

地⽅公共団体

SDGs関連事業の推進

企業が取り組む
SDGsのゴールの

達成に寄与

成果!
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国⺠的ＳＤＧｓを実現すべく中⼩企業ＳＤＧｓ経営の浸透
分科会提案者 ︓ 経営標準化機構株式会社

分科会の
⽬的

中⼩企業⽀援者による中⼩企業ＳＤＧｓ経営の浸透

解決したい
課題

・中⼩企業ＳＤＧｓ経営を浸透させるための課題の分析
・上記の浸透課題を解決すべく中⼩企業⽀援者の活⽤

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓中⼩企業ＳＤＧｓ経営の課題と
成功事例の収集
（年度内2回予定）
活動②︓中⼩企業ＳＤＧｓ経営を働き掛
ける中⼩企業⽀援者への周知
（年度内2回予定）
活動③︓⽇本各地での中⼩企業ＳＤＧｓ
経営フォーラムの開催
（年度内0回予定）※来年度より開催

成果
・⾃らでは中⼩企業ＳＤＧｓ経営に踏み出せなかった中⼩企業へ、
中⼩企業⽀援者からの⾼度なサポートにより実現する⾶躍的拡⼤

・中⼩企業ＳＤＧｓ経営の事例紹介や表彰
・中⼩企業ＳＤＧｓ⽀援者の事例紹介や表彰

関連するゴール



「⽇本型⾦融排除」の存在しない社会へ 〜 「事業性評価」を中⼼とした環境整備 〜

分科会提案者 ︓ 経営標準化機構株式会社

分科会の
⽬的

「事業性評価」を中⼼とした環境整備による「誰⼀⼈取り残さない」
中⼩企業⾦融の活性化

解決したい
課題

・ 「事業性評価」に基づく融資の拡⼤に向けた問題点の整理
・ 各⾦融機関の「事業性評価」への取組みプレゼン機会の創出
・ 中⼩企業⽀援者による事業性評価の促進策の検討

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓⾦融関係の⾏政機関や⾦融機関
や中⼩企業⽀援者での協議会
（年度内2回予定）
活動②︓⾦融機関による事業性評価への取
組みﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝｲﾍﾞﾝﾄ
（年度内0回予定）※来年度より開催
活動③︓中⼩企業⽀援者に対する事業性
評価サポートのための勉強会
（年度内0回予定）※来年度より開催

成果
・「⽇本型⾦融排除」が存在しない社会 ⇒ 若者等の創業の促進
・「事業性評価」へ向き合う⾦融機関とそれを推進する
中⼩企業⽀援者による中⼩企業⾦融の活性化

関連するゴール



地域産学官社会連携
分科会提案者︓国⽴研究開発法⼈科学技術振興機構

分科会の
⽬的

包括的かつ持続可能な地域の発展に向けて、地域における課題と科学技術を基にした
解決策（シーズ）をつなぎ、課題解決に向けてステークホルダーが共創する機会を構築
する。

解決したい
課題

複雑な社会課題を解決していくために様々な技術や科学的な知⾒、情報等を活⽤する
ことで、地⽅⾃治体や住⺠、地元企業等と共にSDGsの達成に資する新たな価値を創
造していく事例を検討。

分科会での活動内容 及び 期待される成果
活動①︓地域の関係者と共に意⾒交換会を
開催し、地⽅⾃治体、地元企業や⼤学、研
究機関等と意⾒を交わす（年度内３〜４
回予定）
活動②︓STI for SDGsアワード（仮）
（主催︓JST）（H31新規プログラム）との連携
活動③︓国内外の展⽰会等（例︓エコプロ2019）

を通じて、幅広いステークホルダーと事例を共
有（年度内１回予定）

成果

科学技術を通じた地域の課題解決に向けた事
例の形成、および課題や技術シーズの情報共有

関連するゴール

地域を中⼼とした新たな価値創造

オンラインや国内外の展⽰会等を通じて事例の共有



⼀号会員︓都道府県及び市区町村（市町村コード順）

地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム 会員⼀覧 １／９

（平成３１年3⽉末）
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北海道 雫石町 新地町 埼玉県 美里町 武蔵野市

札幌市 住田町 茨城県 さいたま市 上里町 青梅市

釧路市 宮城県 土浦市 川越市 千葉県 調布市

帯広市 仙台市 つくば市 熊谷市 木更津市 日野市

北斗市 石巻市 守谷市 川口市 柏市 国分寺市

ニセコ町 岩沼市 東海村 所沢市 流山市 西東京市

沼田町 東松島市 栃木県 東松山市 浦安市 神奈川県

下川町 秋田県 宇都宮市 春日部市 東京都 横浜市

洞爺湖町 湯沢市 小山市 鴻巣市 千代田区 川崎市

青森県 仙北市 下野市 越谷市 中央区 相模原市

青森市 羽後町 上三川町 戸田市 港区 横須賀市

岩手県 山形県 群馬県 和光市 文京区 平塚市

盛岡市 福島県 館林市 富士見市 江東区 鎌倉市

大船渡市 郡山市 富岡市 三郷市 豊島区 藤沢市

陸前高田市 南相馬市 嬬恋村 吉川市 荒川区 逗子市

釜石市 大玉村 みなかみ町 白岡市 板橋区 南足柄市

⼀号会員 都道府県及び市区町村 ２５4団体

ニ号会員 関係府省庁 １２団体

三号会員 ⺠間団体等 ３７９団体

合計 ６４5団体



地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム 会員⼀覧 ２／９
⼀号会員︓都道府県及び市区町村 （平成３１年3⽉末）

寒川町 長野県 豊川市 亀岡市 和歌山県 愛媛県 鹿児島県

松田町 長野市 刈谷市 京丹後市 鳥取県 松山市 鹿児島市

開成町 飯田市 豊田市 木津川市 鳥取市 高知県 沖縄県

新潟県 須坂市 安城市 京丹波町 北栄町 高知市 那覇市

新潟市 千曲市 犬山市 大阪府 日南町 土佐町 浦添市

長岡市 岐阜県 新城市 大阪市 島根県 梼原町 豊見城市

三条市 岐阜市 大府市 堺市 出雲市 福岡県 宮古島市

柏崎市 大垣市 尾張旭市 豊中市 岡山県 北九州市 南城市

見附市 高山市 三重県 吹田市 岡山市 福岡市

上越市 中津川市 名張市 泉大津市 倉敷市 大川市

富山県 各務原市 いなべ市 枚方市 瀬戸内市 宮若市

富山市 山県市 志摩市 門真市 真庭市 岡垣町

氷見市 白川町 伊賀市 阪南市 西粟倉村 佐賀県

石川県 御嵩町 滋賀県 兵庫県 広島県 長崎県

小松市 静岡県 大津市 神戸市 広島市 長崎市

珠洲市 静岡市 彦根市 尼崎市 呉市 壱岐市

加賀市 浜松市 近江八幡市 明石市 山口県 五島市

羽咋市 富士宮市 草津市 加西市 宇部市 雲仙市

白山市 富士市 守山市 南あわじ市 徳島県 熊本県

福井県 掛川市 高島市 奈良県 上勝町 熊本市

大野市 御殿場市 東近江市 生駒市 那賀町 水俣市

鯖江市 袋井市 愛荘町 三郷町 香川県 小国町

山梨県 愛知県 京都府 田原本町 高松市 大分県

山梨市 名古屋市 京都市 広陵町 丸亀市 宮崎県

北杜市 豊橋市 宮津市 十津川村 善通寺市 串間市 77



三号会員︓⺠間団体等（五⼗⾳順）⼆号会員︓関係府省庁

地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム 会員⼀覧 ３／９

内閣府

警察庁

金融庁

総務省

外務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

環境省

特定非営利活動法人アースライフネット
ワーク

アミタ株式会社 株式会社ＳＭＢＣ信託銀行

一般社団法人アーバニスト 株式会社阿波銀行 一般社団法人SDGs未来投資研究所

株式会社アーバンリサーチ 株式会社安藤・間 SDGパートナーズ有限会社

株式会社ＲＫＬ イートス株式会社 ESRIジャパン株式会社

株式会社アイエム 一般社団法人イクレイ日本 株式会社エックス都市研究所

一般社団法人ＩoＴ対応３Ｒ協会
一般社団法人いしかわエネルギーマネジメ

ント協会
特定非営利活動法人エティック

アイ-コンポロジー株式会社 いであ株式会社 株式会社エナジア

株式会社愛知銀行 株式会社イトイグループホールディングス 株式会社ＮＴＴデータ経営研究所

株式会社アイティエルエス 株式会社伊予銀行 株式会社NTTドコモ

アイテック株式会社 株式会社岩手銀行 株式会社ＮＴＴファシリティーズ

株式会社青森銀行 株式会社インフォメックス
特定非営利活動法人エヌピーオー・フュー

ジョン長池

株式会社秋田銀行 ウォータースタンド株式会社
MS&ADインシュアランスグループホール

ディングス株式会社

株式会社淺沼組
特定非営利活動法人うつくしまNPOネット

ワーク
株式会社エムシープランニング

朝日信用金庫 浦添分散型エネルギー株式会社 M２O株式会社

一般社団法人アニメツーリズム協会 AIG損害保険株式会社 株式会社LM&C

（平成３１年3⽉末）
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三号会員︓⺠間団体等

地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム 会員⼀覧 ４／９

エンコアードジャパン株式会社 カーボンフリーコンサルティング株式会社 兆株式会社 株式会社クレアン

遠州信用金庫 国立研究開発法人科学技術振興機構 北芝電機株式会社 グレートワークス株式会社

特定非営利団体活動法人えんとかく 掛川信用金庫 公益財団法人地方経済総合研究所 株式会社群馬銀行

一般財団法人大阪科学技術センター 鹿児島相互信用金庫 株式会社九州フィナンシャルグループ 一般財団法人群馬経済研究所

大阪ガス株式会社 公益財団法人神奈川県公園協会 株式会社九電工 経営標準化機構株式会社

大阪シティ信用金庫
地方独立行政法人神奈川県立産業技術総

合研究所
京都学園大学 慶應義塾大学SFC研究所xSDG・ラボ

大阪商工信用金庫 金沢工業大学SDGs推進センター 一般社団法人京都市役所前相続支援協会 株式会社京葉銀行

大阪信用金庫 株式会社かみもり設計 共和化工株式会社 株式会社KNT-CTグローバルトラベル

岡谷鋼機株式会社 カルチュレード株式会社 桐生信用金庫 ＫＤＤＩ株式会社

小国町森林組合 カルネコ株式会社 株式会社近畿日本ツーリスト首都圏
一般財団法人建築環境・省エネルギー機

構

一般社団法人鬼ごっこ協会
特定非営利活動法人「環境・持続社会」研

究センター
一般社団法人くまお 国立研究開発法人建築研究所

オムロン株式会社
特定非営利活動法人環境パートナーシッ

プちば
熊本第一信用金庫 一般社団法人コ・イノベーション研究所

オムロンフィールドエンジニアリング株式会
社

一般社団法人環境未来フォーラム 熊本電力株式会社 一般財団法人公園財団

オムロンヘルスケア株式会社 株式会社関西アーバン銀行 グリーンブルー株式会社 高知大学次世代地域創造センター

オリックス・ファシリティーズ株式会社 関西電力株式会社 株式会社グルディオ
公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財

団

（平成３１年3⽉末）
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三号会員︓⺠間団体等

地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム 会員⼀覧 ５／９

超え環境ビジネス株式会社 株式会社彩成コンサルティング しずおか信用金庫 一般社団法人新経済連盟

株式会社コーエイリサーチ＆コンサルティ
ング

佐々木環境化学株式会社 自然電力株式会社 一般社団法人信託協会

一般財団法人コージェネレーション・エネル
ギー高度利用センター

株式会社さとふる 株式会社七十七銀行 新日鉄住金エンジニアリング株式会社

コーユーレンティア株式会社 サムライ・キャピタル株式会社 島田信用金庫 シンフォニアテクノロジー株式会社

株式会社国際開発センター 国立研究開発法人産業技術総合研究所 株式会社島津製作所 株式会社スーパーソフトウエア

特定非営利活動法人国際協力NGOセン
ター

三洋テクノマリン株式会社 清水建設株式会社 すてきナイスグループ株式会社

国際航業株式会社 株式会社CSRインテグレーション 株式会社十六銀行 株式会社スペースキー

一般社団法人国際バイオマスセンター 一般財団法人CSOネットワーク 株式会社十六総合研究所 スポーツデータバンク株式会社

国際連合地域開発センター ＣＤＰ 株式会社首都圏ビルマネジメント スマートビーンズ株式会社

公益社団法人国土緑化推進機構 JAG国際エナジー株式会社 株式会社SHOEI 住友商事株式会社

国立研究開発法人国立環境研究所 株式会社ＪＴＢ 株式会社笑下村塾 静清信用金庫

一般社団法人こもれびシティプロジェクト 株式会社滋賀銀行 株式会社常陽銀行 西武信用金庫

株式会社昆虫食のentomo 株式会社事業革新パートナーズ
国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構
一般社団法人生命保険協会

一般社団法人再エネ事業支援センター 特定非営利活動法人仕事人倶楽部 株式会社シンカ 積水ハウス株式会社

株式会社祭温 株式会社静岡銀行 一般社団法人SINKa 株式会社セレスポ

（平成３１年3⽉末）
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三号会員︓⺠間団体等

地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム 会員⼀覧 ６／９
特定非営利活動法人ゼロ・ウェイストアカ

デミー
大成建設株式会社 玉野総合コンサルタント株式会社 株式会社tvkコミュニケーションズ

千株式会社 一般社団法人第二種金融商品取引業協会 一般財団法人地域活性化センター 株式会社テラ・コーポレーション

一般社団法人全国銀行協会 一般社団法人第二地方銀行協会
公益財団法人地球環境戦略研究機関 北

九州アーバンセンター
株式会社テレコメディア

一般社団法人全国信用金庫協会 大日本コンサルタント株式会社 認定NPO法人地球市民の会 株式会社電通

一般社団法人全国信用組合中央協会 大日本印刷株式会社 株式会社チクマ 東海大学グローバル推進本部

一般社団法人全国地方銀行協会 株式会社大和証券グループ本社 株式会社知識経営研究所 株式会社東急エージェンシープロミックス

学校法人先端教育機構 事業構想大学院
大学

大和ハウス工業株式会社 株式会社千葉銀行 株式会社東急総合研究所

株式会社ソーイング竹内 高崎信用金庫 株式会社千葉興業銀行 株式会社東京海上研究所

一般社団法人ソーシャルプロダクツ普及推
進協会

株式会社TAKATA PAPER PRODUCTS 株式会社中京銀行 東京ガス株式会社

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 株式会社タカミエンジ 株式会社中国銀行
国立学校法人東京農工大学 農学府 途上
地域人口社会学・環境地域社会学研究室

損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険
株式会社

高山信用金庫 株式会社中電工 一般社団法人投資信託協会

株式会社ダイイチ 株式会社ダク・エンタープライズ TIS株式会社 東武トップツアーズ株式会社

第一交通産業株式会社 但馬信用金庫 ＤＩＣ株式会社 株式会社東邦銀行

株式会社第四銀行 株式会社タニタヘルスリンク 株式会社TSKパートナーズ 東邦レオ株式会社

株式会社だいしん総合研究所 たねやグループ 株式会社TBM 株式会社トーハン

（平成３１年3⽉末）
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三号会員︓⺠間団体等

地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム 会員⼀覧 ７／９

有限責任監査法人トーマツ 新潟信用金庫 一般社団法人日本経済団体連合会 一般社団法人日本保険仲立人協会

一般社団法人都市環境エネルギー協会 株式会社日経ＢＰ社 地方共同法人日本下水道事業団 二本松信用金庫

独立行政法人都市再生機構 株式会社日建設計総合研究所 公益財団法人日本下水道新技術機構
日本マネジメント総合研究所合同会社

（JMRI, LLC.）

一般財団法人都市みらい推進機構 日東電工株式会社 一般社団法人日本公園緑地協会 日本ミクニヤ株式会社

公益財団法人都市緑化機構 日発販売株式会社 公益社団法人日本交通計画協会 一般社団法人日本未来エネルギー会議所

鳥取信用金庫 一般社団法人日本IR協会 一般財団法人日本国際協力システム 日本ユニシス株式会社

凸版印刷株式会社 日本アイ・ビー・エム株式会社 日本証券業協会
一般財団法人都市農山漁村交流活性化機

構

飛島建設株式会社 一般社団法人日本印刷産業連合会 公益社団法人日本青年会議所 株式会社ノースエレメンツ

株式会社富山環境整備 一般財団法人日本エネルギー経済研究所 日本生命保険相互会社 有限会社ハイプラ

豊田TRIKE株式会社 一般社団法人日本オーニング協会 株式会社日本総険 株式会社博報堂

株式会社トラストバンク 一般社団法人日本化学工業協会 一般財団法人日本総合研究所 パシフィックコンサルタンツ株式会社

有限会社トランズパシフィックエンタープラ
イズ

一般社団法人日本ガス協会 一般社団法人日本損害保険協会 株式会社八十二銀行

国立大学法人長崎大学 公益財団法人日本環境協会 一般財団法人日本品質保証機構 八幡信用金庫

株式会社名古屋銀行 一般社団法人日本機械工業連合会
特定非営利活動法人日本ファイナンシャ

ル・プランナーズ協会
ハッチ・クリエイト・ワークス株式会社

奈良信用金庫 一般社団法人日本経営協会 一般社団法人日本ボイラ協会
パナソニックシステムソリューションズジャ

パン株式会社

（平成３１年3⽉末）
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三号会員︓⺠間団体等

地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム 会員⼀覧 ８／９

浜松磐田信用金庫
株式会社広尾フューチャーコンサルティン

グ
株式会社分析屋 特定非営利活動法人まちづくりJAPAN

バリュードライバーズ株式会社 株式会社広島銀行
学校法人法政大学 デザイン工学部 川久

保研究室
マッシュトレーディング株式会社

株式会社パル・コーポレーション 株式会社ファーストステーション 北星信用金庫 松本信用金庫

株式会社ピーアールセンター 株式会社ファームシップ 株式会社北洋銀行 株式会社マルハチ村松

一般社団法人PMI日本支部 株式会社ファインテック 株式会社北陸銀行 株式会社みずほ銀行

ＰｗＣコンサルティング合同会社 株式会社ファンドレックス 北陸グリーンボンド株式会社 みずほ総合研究所株式会社

一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター
特定非営利活動法人フォーエヴァーグリー

ン
北陸ポートサービス株式会社

株式会社ミチクリエイティブシティデザイ
ナーズ

一般社団法人東日本未来都市研究会 株式会社福岡銀行 株式会社北海道銀行 三井E&S環境エンジニアリング株式会社

株式会社光パスコミュニケーションズ 福島信用金庫
特定非営利活動法人ホトニクスワールドコ

ンソーシアム
株式会社三井住友銀行

株式会社肥後銀行 富士ゼロックス株式会社 株式会社堀江商会 株式会社三井物産戦略研究所

株式会社ビジネスコンサルタント 富士通株式会社 株式会社ポリテック・エイディディ 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング

株式会社ビジョナリー・デザイン 株式会社プリプレス・センター 一般社団法人マーチング委員会 三菱自動車工業株式会社

ビューローベリタスジャパン株式会社 一般社団法人ブルーオーシャン機構 マイクライメイトジャパン株式会社 株式会社三菱総合研究所

枚方信用金庫 株式会社フルタイムシステム 株式会社マイスター60 水戸証券株式会社

ヒルトップ・キャピタル株式会社 株式会社ブレインワークス 一般社団法人マインドフルネス・ストーリー 一般社団法人緑の循環認証会議

（平成３１年3⽉末）
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三号会員︓⺠間団体等

地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム 会員⼀覧 ９／９
（平成31年3⽉末）

一般財団法人みなと総合研究財団 横浜市資源リサイクル事業協同組合 株式会社ローザ特殊化粧料

株式会社ミライノラボ 公益財団法人横浜市体育協会 株式会社ローソン

一般財団法人民間都市開発推進機構 株式会社横浜フリエスポーツクラブ 株式会社ロスフィー

株式会社明新社 吉本興業株式会社 株式会社YMFG ZONEプラニング

株式会社モノファクトリー 株式会社LIFULL

モバイルソリューション株式会社 LINE株式会社

焼津信用金庫 株式会社LastRoots

ヤフー株式会社 リアルワールドゲームス株式会社

株式会社山下PMC 株式会社リコー

公益財団法人山種美術財団 リコージャパン株式会社

特定非営利活動法人ユニグラウンド リニューアルファスト合同会社

ユニバーサルエコロジー株式会社 リバイタル・フォース株式会社

株式会社ユニバーサルコムピューターシス
テム

REXARD JAPAN株式会社

株式会社横田アソシエイツ 特定非営利活動法人REDS湘南

株式会社横浜銀行 株式会社ローカルファースト研究所 84



2019.1.21地方創生SDGs・ESG金融調査・研究会

○地⽅創⽣に向けた地域の社会的課題の解決に資するビジネスに⼀層の⺠間資⾦が充当され、地域経
済の活性化を含む持続可能なまちづくりの実現等について、①地域の社会課題の解決に向けたSDGs・
ESG⾦融のあり⽅についての⽅向性及び⽅策、②SDGsに取り組む企業への認証制度に関する事項等
を中⼼に議論。

野村證券株式会社

相原 和之
⽇本⽣命保険相互会社

秋⼭ 直紀
⻑野県

内⽥ 雅啓
農林中央⾦庫

岡元 純児
三井住友信託銀⾏株式会社

⾦井 司
慶応義塾⼤学⼤学院

蟹江 憲史
株式会社⼤和証券

佐藤 英⼆
株式会社⽇本政策投資銀⾏

⽵ケ原 啓介（座⻑代理）
株式会社三井住友銀⾏

⻄村 克俊
⼀般財団法⼈建築環境・省エネルギー機構
⼀般社団法⼈環境不動産普及促進機構

村上 周三（座⻑）
損害保険ジャパン⽇本興亜株式会社

吉⽥ 健⼀

参加委員 今後のスケジュール
⽇時 議題（案）

2019年1⽉28⽇  論点の考え⽅、関係者により各種取組紹介

2019年2⽉22⽇  報告書（案）の⾻⼦の提出

2019年3⽉13⽇  報告書（案）の取り纏め

（五⼗⾳順、敬称略） 85



2019.1.21地方創生に向けたSDGｓ金融の推進のための基本的な考え方

地域の課題解決に向けては、ＳＤＧｓの取組が一層推進される
ことが望ましい。そのためには、金融機関を含む多様なステー
クホルダーとの連携により民間資金が地域社会に供給されるこ
とが必要である。また、世界的にも機関投資家等が投融資の判
断材料の一つとしてＳＤＧｓを捉える動きが急速に拡大している。
このため、政府が地方創生ＳＤＧｓに積極的に取り組む事業者
や地域金融機関に適切なインセンティブを与え、地方創生ＳＤＧ
ｓ金融を形成していくための取組を推進していくことが期待され
る。

「地方創生ＳＤＧｓ金融フレームワーク」は、企画の概要を示した
もので、具体化に向けて検討すべき課題が多々残されているこ
とから、引き続き詳細の検討を進めることが求められる。また、
フレームワークの実現には多様なステークホルダーの参画が必
要不可欠であり、今後の検討にあたっては、意見交換等を通じ、
より実現性の高い制度にする必要がある。

86

報告書構成

地⽅創⽣に向けたSDGs⾦融を通じた⾃律的好循環の全体像

地⽅創⽣SDGs⾦融フレームワーク

今後の展開
Ⅰ.はじめに
１．本報告書の背景・⽬的
①地方創生をめぐる現状認識
②地方創生に向けたＳＤＧｓ達成の取組の現状
③地方創生ＳＤＧｓの達成に向けた地域事業者、地方公共団体並びに金融機関の役割の重要性
④ＳＤＧｓ金融の現状と地方創生への展開
⑤地方創生ＳＤＧｓ金融を通じた自律的好循環の形成

２．地⽅創⽣SDGs達成に向けた取組の現状
①政府におけるＳＤＧｓ達成に向けた取組

②内閣府におけるＳＤＧｓ達成に向けた取組

Ⅱ.地⽅創⽣に向けたSDGs⾦融の推進のための基本的な考え⽅
１．⾃律的好循環の実現に向けた各ステークホルダーに求められる役割
①地方公共団体

②企業
③地域金融機関（地域銀行・信用金庫・信用組合・農漁協・大手銀行等の支店含）
④機関投資家・大手銀行・証券会社 等
⑤市民等
⑥政府

２．地⽅創⽣SDGs⾦融フレームワークの構築
①フェーズ１：地域事業者のＳＤＧｓ達成に向けた取組の見える化
②フェーズ２：ＳＤＧｓを通じた地域金融機関と地域事業者の連携促進
③フェーズ３：ＳＤＧｓを通じた地域金融機関等と機関投資家・大手銀行・証券会社等の連携促進

Ⅲ.今後の展開



（参考）一般財団法人建築環境・省エネルギー機構
「私たちのまちにとってのＳＤＧｓ ～導入のためのガイドライン～」

87

・一般財団法人建築環境・省エネルギー機構（ＩＢＥＣ）では、2018年3月に、
自治体SDGsガイドライン（第２版）を取りまとめ

・ガイドラインは、同機構ＨＰからダウンロード可能（http://www.ibec.or.jp/sdgs/）

・本ガイドラインは、関係各省の各種報告書等においても言及

外務省 ： 「国連ハイレベル政治フォーラム報告書
～日本の持続可能な開発目標（SDGs）の実施について～」(平成29年7月)

環境省 ： 平成29年版 「環境・循環型社会・生物多様性白書」

※上記ガイドライン（第２版）の取りまとめと併せて、これまでの自治体SDGｓ指標検討委員会に
おける議論の結果を取りまとめた、「進捗管理のための指標リスト（試行版）」も作成。
指標リストについても、同機構ＨＰよりダウンロード可能。 ＜ＩＢＥＣのＨＰより＞



Ⅰ 地方創生の取組

Ⅱ 「環境未来都市」構想の取組、成果

Ⅲ 地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓの推進等について
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参考資料 （目次）



Ⅰ 地方創生の取組

89



90

日本の出生数・出生率推移 日本の将来人口動向

○ 出生数・出生率は、1970年代半ばから長期的に減少傾向。平成28年は出生数が100万人を切った。

○ 合計特殊出生率は、人口置換水準（人口規模が維持される水準）の2.07を下回る状態が、1974年（昭
和49年）の2.05以降、40年以上にわたり続いている。

資料：厚生労働省「平成29年（2017）人口動態統計の年間推計」等
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まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）
～第１期の総仕上げと次のステージに向けて～



92

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略（2018 改訂版）」の全体像（詳細版）

※平成26年12月27日閣議決定平成30年12月21日改訂



◎環境未来都市 （11都市、選定：Ｈ23.12）（閣議決定：H22.6）

◎環境モデル都市 （23都市、最終選定：Ｈ26.3）

（首相施政方針：H20.1、本部決定Ｈ25.3 ）

【支援策】 ・取組評価、公表 ・有識者による現地支援
◎稼働中産業遺産等
世界遺産登録

◎地域再生 ◎中心市街地活性化

◎都市再生

◎構造改革特区

◎総合特区

◎国家戦略特区◎地方創生

◎地域活性化
プラットフォーム

「環境未来都市」構想

93

国・地方一体となった地域活性化の取組



Ⅱ 「環境未来都市」構想の取組、成果

94



「環境未来都市」構想は、21世紀の世界共通の環境や高齢化の課題の解決に向けて、世界に比
類ない成功事例を創出し、それらを国内外に普及展開することを通じて、需要拡大、雇用創出、国際
課題解決力の強化を図ることを目指している。

そのために、本構想では実践の場を作り出し、個別の都市・地域の多様性や独自性を重視して、
地域の課題解決力の強化を促している。これにより、地球規模での環境問題や我が国が直面する
人口減少・超高齢化という構造的な課題に対して、地域資源を活かして環境価値、社会的価値、経
済的価値という3つの価値を創造しながら、自律的に発展していく多様な都市・地域モデルを創出す
るものである。

こうした都市・地域活性化の多様な成功事例の普及展開を通して、地方創生を推進し、日本の未
来を拓く。

「環境未来都市」構想イメージ
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「 環境未来都市 」 構想とは



２１世紀は都市の時代
2050年には人口の7割が都市に居住

96

持続可能な都市の実現
は、人類共通の課題

日本が世界に先んじて直面する課題

・都市を軸とした新たな社会経済システムの実現
⇒ 地域社会の活性化

・世界に先駆け人類共通の課題に取組み
⇒ 世界に貢献

求められる取組

 少子・高齢化
人口減少 1.27億人(2016年）→0.81億人(2065年）
高齢化率 27.3％（2016年）→38.4%(2065年）

 環境・エネルギー制約
原発事故による深刻なエネルギー制約
地球温暖化対策

「環境未来都市」構想の背景・意義



【環境未来都市】
○ 環境と超高齢化対応を必須のテーマとし、これに地域の独自のテーマを追加して取組を推進

【環境モデル都市】
○ 「環境未来都市」構想の基盤を支える低炭素都市
○ 地域資源を最大限に活用し、低炭素化と持続的発展を両立する多様な地域モデル

環境未来都市・環境モデル都市

97

「環境未来都市」構想が目指す都市像
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28

１

12

7

6

9

8

11
10

21

22

23
13

4

20

14
23

15

5

30

19

27

18

29

16

17

26
25 24

【 環境未来都市 】

【 環境モデル都市 】

② 柏市 (千葉県)

横浜市 (神奈川県)

南相⾺市 (福島県)

富⼭市 (富⼭県)

北九州市 (福岡県)

新地町 (福島県)

気仙広域 (岩⼿県)

釜⽯市 (岩⼿県)

岩沼市 (宮城県)

東松島市 (宮城県)

下川町 (北海道)

ニセコ町 (北海道)新潟市 (新潟県)下川町 (北海道)

⽔俣市 (熊本県)

⽣駒市 (奈良県)

⼩国町 (熊本県)

飯⽥市 (⻑野県)

つくば市 (茨城県)

御嵩町 (岐⾩県)

尼崎市 (兵庫県)

神⼾市 (兵庫県)

⻄粟倉村 (岡⼭県)

松⼭市 (愛媛県)

宮古島市 (沖縄県)

帯広市 (北海道)

千代⽥区 (東京都)

横浜市 (神奈川県)

富⼭市 (富⼭県)

豊⽥市 (愛知県)

京都市 (京都府)

堺市 (⼤阪府)

梼原町 (⾼知県)

北九州市 (福岡県)

【平成20年度選定都市】 【平成24年度選定都市】【平成25年度選定都市】
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【平成23年度選定都市】

選定された環境未来都市・モデル都市



地方創生の推進

○環境未来都市構想の成果

超⾼齢化対応 地域の独⾃テーマ環境課題

環 境 価 値 の 創 造
■低炭素・省エネルギー ■⽔・⼤気
■⾃然環境・⽣物多様性
■３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）等

社 会 的 価 値 の 創 造
■健康・医療 ■介護・福祉
■防災 ■⼦育て・教育 等

経 済 的 価 値 の 創 造
■雇⽤・所得の創出 ■観光
■新産業 ■産学官連携 等

市民生活（QOL）の向上
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「 環境未来都市 」 構 想 の 成 果



Ⅲ 地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ

の推進等について

100



101⾸相官邸 持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）推進本部HP参照

第１回「ジャパンＳＤＧｓアワード」受賞団体

この表彰は、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）達成に向けた企業・団体等の取組を促し、
オールジャパンの取組を推進するために、ＳＤＧｓ達成に資する優れた取組を行っている
企業・団体等を、ＳＤＧｓ推進本部として選定し表彰することを目的としています。

平成29年9月21日～11月21日に募集し、ＳＤＧｓ推進本部会合（第４回）（平成29年12月
26日）において、受賞団体を決定しました。



ＳＤＧｓ推進本部第４回会合（平成２９年１２月２６日）
第１回「ジャパンＳＤＧｓアワード」受賞団体（自治体）①

102⾸相官邸 持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）推進本部HP参照



ＳＤＧｓ推進本部第４回会合（平成２９年１２月２６日）
第１回「ジャパンＳＤＧｓアワード」受賞団体（自治体）②

103⾸相官邸 持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）推進本部HP参照



104⾸相官邸 持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）推進本部HP参照

第２回「ジャパンＳＤＧｓアワード」受賞団体

この表彰は、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）達成に向けた企業・団体等の取組を促し、
オールジャパンの取組を推進するために、ＳＤＧｓ達成に資する優れた取組を行っている
企業・団体等を、ＳＤＧｓ推進本部として選定し表彰することを目的としています。

平成30年8月81日～9月30日に募集し、ＳＤＧｓ推進本部会合（第６回）（平成30年12月
21日）において、受賞団体を決定しました。



ＳＤＧｓ推進本部第４回会合（平成３０年１２月２１日）
第２回「ジャパンＳＤＧｓアワード」受賞団体（自治体）

105外務省 JAPAN SDGs Action Platform HP参照
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概要
ＳＤＧｓを全国的に実施するためには、地域における積極的な取組が不可欠であり、また

地方自治体へ大きな期待が持たれています。このような中で、「環境未来都市」構想推進
の取組手法及びその実績は、自治体がＳＤＧｓを推進する上で、大いに活用できるものと
考える。

よって、本検討会では、「環境未来都市」構想の実績を踏まえ、地方創生における自治
体ＳＤＧｓ達成のための取組を推進するに当たっての基本的考え方を取りまとめつつ、具
体的な施策を提言する。

委員（敬称略・五十音順）

【座長】
村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構理事長
【委員】
秋山 弘子 東京大学高齢社会総合研究機構特任教授
浅見 泰司 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻教授
蟹江 憲史 慶応義塾大学大学院政策・メディア研究科教授
小宮山 宏 株式会社三菱総合研究所理事長
城山 英明 東京大学大学院法学政治学研究科教授
関 幸子 株式会社ローカルファースト研究所代表取締役
竹本 和彦 国連大学サステイナビリティ高等研究所所長
仲條 亮子 グーグル合同会社執行役員
藤田 壮 東京工業大学科学技術創成研究院特任教授・

国立環境研究所社会環境システム研究センター長

自治体ＳＤＧｓ推進のための有識者検討会①
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スケジュール

第1回 平成29年6月15日 検討会目的の確認、論点整理等
第2回 平成29年7月7日 基本コンセプト検討（制度、体制等）
第3回 平成29年7月27日 コンセプト中間とりまとめ（たたき台）
第4回 平成29年10月25日 コンセプトとりまとめ（案）
第5回 平成29年11月29日 コンセプトとりまとめ（案）

第一回検討会模様

「地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ推進のあり方」 コンセプト取りまとめ の目次

Ⅰ 地方創生とＳＤＧｓに関する国内外の動向

Ⅱ 「環境未来都市」構想とＳＤＧｓ
１．「環境未来都市」構想のこれまでの成果と今後の課題
２．その成果は、自治体ＳＤＧｓ推進にどのように活用できるか

Ⅲ 地方創生における自治体ＳＤＧｓ推進の意義
１．自治体としてＳＤＧｓ推進に取り組む意義、メリットは何か
２．住民や様々なステークホルダーから見て、自治体に期待する役割
３．自治体がＳＤＧｓ推進のために取り組むべき事項とは何か

Ⅳ 政府の役割
１．政府は、ＳＤＧｓ推進における自治体の役割をどのように位置づけるべきか
２．自治体ＳＤＧｓ推進における政府の役割は何か

Ⅴ おわりに

※有識者検討会の資料（コンセプト取りまとめ含む）等は、以下の内閣府ＨＰからご覧いただけます。
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kankyo/kaigi/sdgs.html

自治体ＳＤＧｓ推進のための有識者検討会②
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地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓに係る国際フォーラムの開催



・ 日本で推進されてきた「環境未来都市」構想は経済・社会・環境
に係わる新たな価値創出をめざす取組で、ＳＤＧｓの理念と共通
する点が多く、自治体がSDGsを導入するに際して貴重な示唆を
与える

・ 自治体にＳＤＧｓを導入し、経済・社会・環境に係わる諸課題の
解決に統合的に取組むことは持続可能な発展をもたらし、国全体
としての地方創生の推進につながる

・ 自治体は世界の共通言語であるＳＤＧｓを推進することにより、
国の内外の産官学民のステークホルダーとパートナーシップを構
築し、持続可能な開発に向けて一層の社会貢献を図ることができ
る

109

第７回「環境未来都市」構想推進国際フォーラムにおける総括
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●第５次環境基本計画（平成３０年４月閣議決定）にＳＤＧｓの考え方の活用を明記
（Ｐ10）

第２章 「持続可能な社会に向けた今後の環境政策の展開の基本的な考え方」
における記載。

ＳＤＧｓの考え方を活用し、環境・経済・社会の統合的向上の具体化を進めるこ
とが重要である。

さらに、ＳＤＧｓの実現は、地域の課題解決にも直結するものであると考えられ
る。地域に着目し、地域の視点を取り入れ、ＳＤＧｓの考え方を活用して地域に
おける各種計画の改善に資するようなものにすることが必要である。

●中学校学習指導要領解説（社会編）（平成29年６月発表）にＳＤＧｓを明記 （Ｐ151）

「誰一人取り残さない」との理念の下、自然環境や資源の有限性、貧困、イノ
ベーションなどに関わる17のゴール（目標）・169のターゲットからなる持続可能
な開発目標（ＳＤＧｓ）を設定し、持続可能な開発のための取組を各国の国家主
権を前提に進めている国際連合をはじめとする国際機構の役割が大切になって
きている現状を理解できるようにする。

教育・環境分野におけるＳＤＧｓ推進の事例
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ＳＤＧｓの達成のためには、公的セクターのみならず、民間セクターが公的課題
の解決に貢献することが決定的に重要であり、民間企業（個人事業者も含む）
が有する資金や技術を社会課題の解決に効果的に役立てていくことはＳＤＧｓ
の達成に向けた鍵でもある。既に一部の民間企業がＳＤＧｓに社会貢献活動の
一環として取り組むのみならず、ＳＤＧｓを自らの本業に取り込み、ビジネスを通
じて社会的課題の解決に貢献することに取り組んでおり、政府としてこうした動
きを歓迎する。また、今後の２０３０アジェンダの実施に際して、先進的な取組を
行っている民間企業等のグッド・プラクティスの共有や表彰等による奨励策の検
討を進め、民間企業との更なる連携の強化を図り、さらに、民間企業がイノベー
ションを生み出すための支援や環境整備に取り組む。

中でも、ビジネスと人権の観点に基づく取組やＥＳＧ投資、社会貢献債等の民
間セクターにおける持続可能性に配慮した取組は、環境、社会、ガバナンス、人
権といった分野での公的課題の解決に民間セクターが積極的に関与する上で
重要であるのみならず、こうした分野での取組を重視しつつあるグローバルな投
資家の評価基準に対し、日本企業が遅れをとらずに国際的な市場における地
位を維持するためにも極めて重要である。このための環境づくりに向けた政府
の施策を進めるとともに、民間企業の取組を後押しする。

ＳＤＧｓ実施指針における民間企業の位置付け
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【出典】一般社団法人日本経済団体連合会のＨＰより（2017年11月8日）

企業行動憲章の改訂
（２０１７年１１月８日）

企業行動憲章の主な改定ポイントと 関連するＳＤＧｓの目標の例

サブタイトルを「持続可能な社会の実現のために」へ変更

人権の尊重を新たに追加（第４条）

働き方の改革の実現に向けて表現を追加（第６条）

多様化・複雑化する脅威に対する危機管理に対応（第９条）

自社・グループ企業に加え、サプライチェーンにも
行動変革を促す（第１０条）

そのほか、実行の手引きにおいて、ＳＤＧｓの達成に資する
アクション・プランの例やコラムを追加

イノベーションを発揮して、持続可能な経済成長と
社会的課題の解決を図ることを新たに追加（第１条）

経済界におけるＳＤＧｓ推進の事例
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住民や様々なステークホルダーから見て、自治体に期待する役割

自治体のＳＤＧｓ推進のためには、住民や民間事業者等の広範で多様なステークホル
ダーの参加が不可欠である。そのためにはステークホルダーがＳＤＧｓの趣旨をよく理解
し、自治体行政へのＳＤＧｓの導入を支持する立場に立つことが求められる。自治体には、
市民やステークホルダーの積極的な参加を促す活動を展開することが期待されている。

自治体におけるＳＤＧｓの達成のためのモデル事業 「ＳＤＧｓ未来都市（仮称）」の形成

政府は現行の「環境未来都市」構想推進協議会等を発展させた、ＳＤＧｓ導入の円滑な
普及展開を図る組織の設立を図る。その組織は、自治体ＳＤＧｓの推進のあり方を官民の
幅広い視点から考察・支援するためのものとし、民間事業者、個人、ＮＧＯ・ＮＰＯ、大学・
研究機関、自治体等からの参加を仰ぐ。

「ＳＤＧｓ未来都市（仮称）」の構想推進においては、各選定都市が、官民から構成される
コンソーシアムを組織し、政府による財政支援のみに頼ることなく、自ら調達する民間資
金を組み合わせ、効果的に取組を進めていく自律的好循環が実現される仕組の構築を
図ることが肝要である。政府は、これを支援する必要がある。

「『地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ推進のあり方』
コンセプト取りまとめ」における民間企業への期待等（抜粋）



（経団連ＨＰより） 114

経団連『企業行動憲章』の改訂
（「Society 5.0」の実現を通じたＳＤＧｓの達成を柱として企業行動憲章を改定）
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内閣府地方創生推進室
東京都千代田区永田町1-11-39 永田町合同庁舎７階
お問い合わせ：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kankyo/goiken.html

【地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ推進事業について】

URL：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kankyo/index.html

本件に関するお問い合わせ先

■地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォームに関する問い合わせ先

内閣府地方創生推進室
東京都千代田区永田町1‐11‐39 永田町合同庁舎７階 TEL:03‐5510‐2175

g.SDGs-platform.h8a@cao.go.jpメールアドレス：

■全体に関する問い合わせ先


